



























1997年5月の総選挙 に よって、19年ぶ りに政権 に復 帰 した労働 党政府
は、多岐 に渡 る憲法 改革 を遂行 中で ある1。その中の要 の一 つ が、ヨーpッ
パ 人権 条約(ConventionfortheFundamentalFreedomsandHuman
Rights以下 、ECHRと 記す 〉の 国内法化 であ る。ECHRの 国 内法化 は、
ECHRを1951年に批 准2して以 来議 論 され続け 、この約半世 紀 の間に、幾
度 も議員提 出法案 が提 出 され、 議論 の盛 り上 が り(と 衰退)を 重 ねて き
た。 しか し、二大政 党制 の イギ リスにおいて、保守 党 、労働 党 いず れ も、
政 権担 当時 にはECHRの 国 内法化 を支持 せ ず、実現 に は至 らなか った3。
今 回、ECHRの 国 内法化 は、1998年人権 法(The1998HumanRights
Act以下、人権 法 と記 す)の制定 に よって行 われ た。政府提 出法案 として
登場 したの は これが初 め てで あ る。従 来 まで の歩みか らす れば、予想 以
上 のス ピー ドで法案 が可決 され た。他 方 、同法 は イギ リス法制 度 に一大
変革 を もた らす もの だ とい う声 さえ聞 かれ る4。それだけ に、ECHRの国
内法化が 、1990年代 末 に実 現 したの はなぜか 、 どの よ うな形式の 国内法
化 が選択 され たのか、 そ して国 内法化 は、実 際上 、人権保 障に対 して、
さらには国 内法制度 全般 に対 して どの よ うな影響 を与 え るのか とい う点
は、非常 に興 味深 い問題 であ る5。なか で も、筆者 は、次 の点 で この問題
に 注 目 してい る。
第一 に、 そ もそ も権 利章典 制定 の よ うな作業 は、通常 の立法作 業 の中
で実 現 され る もの では な く、 国内、国外 にお け る何 らかの特別 な要請 ま
たは契機 を前提 として着手 され る もの で あ る6。古 くは フラ ンス人権 宣言
や ア メ リカ諸州 の権 利章典 、現代 で はア フ リカ ・ア ジア諸 国の独 立 時や
中東欧諸 国の体 制 変換時 の新憲 法起草、 そ して国 際社 会 レベ ル での国際
人権 章典(世 界 人権 宣言 、国際 人権 規約 、ECHR等)の 起 草 を想起 すれ




























前提とする両者の関係(国 際法 と国内法の区別)で は不十分ではないか
という問題意識に由来する。しかも一定の実効性をおさめているECHR
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は、す でに実際上、従 来 型の枠組 を乗 り越 え る可能性 を示 してい る。 そ
れは、 と りわけ個 人が国 家 を国 際裁 判所 に お いて訴 え るiOとい う契機 に
おい て観察 で きる11。本稿 は、どの ように不 十分 か、どの よ うに乗 り越 え
る可能性 が あ るか とい う点につ いて、実例 を もって検 証す る試み で あ る。
以上 の よ うな問題 意識 の も とに、第一 に、 なぜ1980年代 後半 以降、権
利章典制定 論議 が活 発化 して きたのか、 とりわけ労働 党政 権 の政策 方針
として登場 す るに至 った経過 を観 察す る。 ここで は、個 人 申立に よ って
具 現化 され たECHRの 漸進 的影響 の存在 が指摘 で きる。第二に、制定 さ
れ た人権法 の 内容 を明 らかにす るこ とに よって、 どの よ うな国内法化 を
実現 しよ う としてい るの か を検討 す る。 これ は、上 記の影響 力 を具体 的
に計量 す るこ とで もあ る。 そ して、最後 に、 人権 法 の問題点 を検討 した
上 で、今後 の イ ギ リス法 とECHRの 関係 に関 して どの よ うな発展 が 予
測 され るか を考察 す る。 中 で も、 両者 の関係 にお いて、国際 人権 保 障 と
しての新 たな局 面、す なわ ち筆 者が示唆 す る共 生的 関係 の萌芽 が観察 で
きるにかにつ いて一筆者 が想定 して い る共生 関係 の 中身 につ いて も明 ら
か に しなが ら一論 じたい。さらに、そ うした萌芽 が観察 で きる とすれ ば、
それ を可能 にす る条件 は何 か とい うこ とにつ い て も検 討 してみ たい。
ところで、本論 に 入 る前に、 イギ リス とECHRと の関 係 を見 た場 合
に、他 の締約 国 と異 な る点 につ いて指摘 してお きたい。 これは、 イギ リ
スを研 究対象 とす る意義 お よび そこか ら抽 出 した結論 の一般性 ・普 遍性
の程度 を明 らかに で きるか らで ある。
イギ リスの特殊 な点 は、 第一 に、成文 憲法 お よ び成文権利 章典 を有 し
ない イギ リスに とっては、条約 の 国内法化 に よって、抽 象的 な人権 規定
で構成 され る権 利章典 を初め て持 つ こ とに な る点 で あ る12。他 の条約 締
約 国の殆 どは、 自前 の人権規定 を備 え る(その 多 くは硬性 憲法典 中)。と
ころで、 国内の人権 規定 と条約上 の 人権 規定 は、 いずれ も抽 象的 ・一般
的文 言 であ るため に、 矛盾 ・衝 突が 明 白な場 合 は稀 有 であ ろ う。 また成
文規 定が存在 す る場合 には、批 准時 に条約 と国 内成文法 との適合性 を検
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討 して、矛 盾す る点 につ いて条約 上の規 定 を留保 す るな り、 国 内法 を改
正す るな り、 とい う形 で一定 の衝 突 回避 を事 前 に図 るこ とは可 能であ る
し、 国に よって はそ うす る こ とが通例 であ る。 よって条約 の批 准(お よ
び国 に よっては その 国内法化)が 、文字通 り新 たな権 利章典 制定 を意味
す るこ とには な らない13。イ ギ リスの場 合 には、この よ うな文書が不在 で
あ り、 か りに国内法化 すれば その影響 力 は大 きいか らこそ、条約 の国内
法化 に難航 して きた といえ よ う。
第二 に、 この特徴 は、 イギ リス憲法 原理 の柱 の一 つ であ る議会 主権 自
体 の問題 に も関連 して い る。他 の ヨー ロ ッパ諸 国につ いては、第二次世
界大戦後 の現代 憲法 の一特徴 として、違憲審査制 の普及 をあげ るこ とが
で きる。 ところが、 こう した方向性 を とらなか った(伝 統的議会 主権 原
理 ゆ えに と りえなか った 川 イギ リス憲法 にお いては、この こ とがか えっ
て裏 目に出てい る とい えな くもない。 す なわ ち、 国内事 件が 国内裁 判所
において救済 されず に、 ス トラスブー ル(ヨー ロッパ人権裁判 所所在地)
へ もって いか れ た場合 に、国内に 自前の成文 人権規定 を備 えない こ とが、
訴 え られ たイ ギ リス政府側 に とって不利 に働 いて い るようにみ える場合
が あ る。 とい うの も、イギ リス国内 においては、ECHRは 国内法化 され
て いない以上、 イギ リスの裁判官 は条約 を解釈 ・適用 す る法 的義務は 負
わ ない。 条約違反 が 当事者 に よって主張 されて も、裁判官 が当該主張 を
取 り上 げ る必要 は ない。現 に、イギ リスの裁 判官は これ を理 由 にECHR
の解釈 ・適用 を回避 ・無視 して きた。 しか し、国 内の裁 判官がECHRを
考慮 に入 れず に、 イギ リス法 にのみ 基づ いて判決 を下 した場合 に、ス ト
ラスブール にお いて はECHR違 反認定 を受 けや す くな るの では ないだ
ろ うか。 とい うの も、確 か に ヨー ロッパ人権 裁 判所 は、国 内法 に照 らし
て では な くECHRに 照 ち してECHR違 反 が あ るか ど うか を判 断 す る
わけで あ るが、仮 に、 国 内に関連 条項や 関連 判決が存 在すれば 当然 それ
を考慮 に入れ て判断 を形成す るであ ろ う。 そ して、 国際機 関の 人権裁判
所の補 充的性質 を考 慮 に入れ れば、 国内の上級 裁判所 よ りも、 よ り謙抑
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的 態度 で臨む こ とが通常 で あ る。 ス トラスブー ルの判 決が、 一般 的法律
条項(そ れが憲法 の一 条項 で あれ ばな お さ らであ ろ う)のECHR違 反 よ
りも、個 々の具体 的事 例 におけ る、適 用 または実施 のECHR違 反 と して
判断す る傾 向が 強い こ とに も表 れて い る。 もし も、ECHRに 関 して 国内
に先行 す る判断 が存 しなければ 、 ス トラ スプー ルは よ り自由 に独 自の判
断 を行 える。 この点 は、現 在 では イギ リス政 府 も十分 に認識 して い るよ
うであ る。とい うの も、政 府が 説明す るECHR国 内法化 の 目的 は、ス ト
ラスブールへ まで行か ず とも、国 内の裁判 所 にお いて よ り迅 速かつ経 済
的 に救 済 を受 け るこ とがで きるよ うにす るこ とで あ る14。裏 返せ ば、現 時
点 では、 イ ギ リスの裁 判所 はECHRを 解 釈 ・適用 していな いの で、 ス ト
ラ スプー ル と同 じ結論 に到達 しえない とい うこ とに なる。 そ して、 もし
も国 内裁判所 にお いてECHRを 援 用 で きるの で あれば、 これ ほ どまで
に敗訴判決 をこ うむ るこ とはなか った とい う政 府側 の意識 で あ る。
第三 に、上記 の点は、ECHR国 内法化 後、逆 の形 で興 味深 い問題 を提
起 す る。 イギ リスにお け る人権規定 は、文 面上 はほぼ寸分 違 わず条約 と
同一 に なる点 で ある(若干の例 外 を除 く)。この点 で もECHR締 約 国 中、
まれな例 で あ る15。この点 が どの よ うな問題 を引 き起 こす か、場合 に よっ
ては、条約 の解 釈 ・適 用に関 して、 国内裁判所 と国 際 人権裁 判所 の関係
につ い て新 たな視 点 を提供 す る可能性 もあろ う。 この点 につ いては後に
検 討す る。
最 後 に、 これ まで イ ギ リス憲法 は 手本 とす る先 行 モデ ルが 存在 しな
か ったため に、先 駆者の常 として 、他 国 と比 してユニー クな特徴 を有す
る16。イギ リス憲法が 歴 史的 に形成 して きた原理 が、他 国にお いては モデ
ル として受容 され成 文化 されて きた とい えよ う。 イギ リス公 法学 者 はそ
のユ ニー クさ をむ しろ誇 りとして きた と もい え る17。国 内法化 の議 論 の
中で散 見 され る、 イ ギ リスは 「世 界の先生」で あ って、 「生徒 」では ない
とい うイギ リス裁判 官の発言18にもこ う した意 識 が存続 す るこ とが うか
が え る。
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ところが、今 回の国 内法化 に際 して は、 どの よ うな手段 を とるかにつ
いて、比較 す るモデル に こ と欠 か ない。 しか も、モデ ル選 択 に際 しては、
コモ ンウ ェル ス とい う共通伝 統か ら、 もっ とも頻繁 に参照 され たのは カ
ナ ダleとニ ュー ジー ラ ン ド20である。 これ らの 国が、 イギ リスの コモ ン・
ロー伝 統 を継承 したが ゆえに、 その後、 どの よ うに権 利章典 を導 入す る
か につ いて(権 利 章典 が必要 か どうか を も含め)、苦労 して きた成果 を、
今 回、 イギ リスは参考 にす るこ ととなった。他 方、 ア メ リカの違憲 審査
制 をモデ ル と して は否定的 に とらえ る論者が 多か った点 も興 味深 い特 徴
であ る。 これは、裁 判官の 「政治化 」 に対す る強 い警 戒感(権 利章典 の
採 用は裁判官 の 「政 治化 」を招 き、 イギ リス司法部 の長所 が損 なわれ る)
と大い に関 わ る。 裁判 官の 「政治化 」の 危険は、権利 章典 に反対す る強
力な根 拠 の一つ で あ った。 しか し、 その ために、今 の とこ ろア メ リカの
違憲 審査制 に関す る豊 富 な研 究が十分 に活用 され てい ない よ うであ る。
しか もこ うした警戒 感 をつ の らせ ない よ うに、法案提 出時 には、 同法 が
裁判所 に強 い権 限 を与 え るよ うな もの ではない こ とが政府や 法案 支持者
に よって再三 強調 され た とい えよ う(そ のために国 内法化 自体 の実際上
の インパ ク トも強調 しない姿 勢につ なが る)。
以上 の ような点 で、 イギ リスを研 究対象 とす るこ とに よって、 その特
殊性 ゆ えに、 国際 人権保 障 の成果 と限界 をよ り明確 に捕 捉す るこ とが で
きる一 方 で、 比較憲法 的見地 か ら、 現在 イギ リスが行 お うとしてい る憲
法改 革の一端 につ いて評 価す るこ とは意味が あ る と考 え る。
1ヨ ー ロッパ人権 条約国内法化 と権利章典制定論議





め、 自由や 人権 を求 め る主張 として権利 章典制定論 議 が展開 されて い く
可能性 を指摘 した21。本章 では、今 回制 定 され た人権 法 はECHRの 国 内
法化 として実 現 した もの であ るこ とか ら、一連 の権利 章典 制定論 議 にお
いて、ECHRが果 した役 割 とい う観点 か ら、同法 の成立過程 を検討 す る。
中で も、権 利章典制 定論議 の1990年代 におけ る新 た な展 開に注 目し、そ
れが従 来 の権 利章典 制定 論議 とどの よ うな関係 にあ るの か、他 方、1990
年 代 に は高 い評 価 を確 立す るに至 ったECHR自 体 の発 展 とどの よ うな
関係 にあ るのか とい うこ とに重点 を置 く。
(1)権利章典制定論議 の発祥 と展開:条 約 と権利章典制定論議 の相関関係
最初 に明確 に してお くべ きこ とは、も ともとは、ECHRの 国内法化論
議 イ コー ル権 利章典 制定論議 では必ず しもなか った こ とであ る。す なわ
ちECHRの 存在 自体 が イ ギ リスにおけ る権 利章典 制定 論議 を惹起 した
わけ ではない。 む しろ、 イギ リス独 自の 問題 状況(一 般的 に 言えば、個
人の権利 が ます ます危機 に さらされ てい る とい う問題意議)を 背 景 とし
て、 それ に対 す る解決 策 の一 つ として権 利章典制 定 の主張が 存在 した と
い え よ う。 そ して同時 期 に起 草 ・批 准 され たECHRが 、権 利章典 の実現
手段 の 中で最 も現実 的 な選 択肢 と して クロー ズ ・ア ップ され、次 第に そ
の 比重 が高 まって いった と考 え るべ きであ ろ う。 このECHRの 重要性
が高 まった理 由 こそが 、国際 人権 法の特性 として本稿 で注 目す る点 であ
る。 それは以下 の点か ら根 拠づ け るこ とが で きる。
第一 に、1960年代 末 、 この権 利章典制 定論議 の先駆者 で あ り牽 引車的
存在 であ る弁護士Lester22が、現代社会 において個 人がおか れ てい る問
題状況 か ら権 利章典 の必要性 を説 いた際 には、ECHRは現在 見 られ るよ
うな実質 的影 響 力 を獲得 して いない。 イギ リスが ヨー ロ ッパ 人権委 員会
の 申立権 お よび ヨー ロ ッパ人権裁 判所の義務 的管轄 を承 認 したの は1966
年 であ る(ヨ ー ロ ッパ 人権 裁判所 にお け るイギ リス政府 を被 告 とす る事
件 の最初 の判決 は、1975年のGolder判決23である)。しか もECHR機 構
側 に して も、1960年代 の時点 で は、判例 法 と呼べ る ような ものは存在せ
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ず 、現在 享受 して い るよ うな評 価 をECHR機 構 は い まだ確 立 して い な
いか らであ る24。Lester自身 は、ECHRの 国 内法化 を具体 的手段 と して
主 張 してい るが、決 してそれ を全 面的 に押 し出 して いない25。しか も興 味
深 い点 は、Lester自身 さえ も、この時点 では イ ギ リス司法 部 を全面 的に
信頼 してはい ないこ とであ る。す なわ ち、権利 章典 の よ うな文書 の適用 ・
解釈 は、 イギ リス司法部 には向 いてお らず、革新 的 な社会 ・経済 立法 を
否定 す るのに権 利章典 が利 用 され る危険 があ る。 よって妥協案 として、
権利章 典 の実施 を最初 か ら裁 判所 に任 せ ない で、 立法や行政行為 の権 利
章典適合 性 につ いて議会 に勧告 を行 う憲法審 議会 を設置す る こ と、 そ し
て議会 が 司法部 を信 頼で きるよ うにな った段 階 で権 利章典 を司法部 に委
ね る こ とを提案 してい る26。代表 的権利章典 支持 者 で さえ、司法部 の抽象
的 人権 規定 の適 用 ・解釈 につ いては懐 疑的 であ るのだか ら、 これ はいか
に強 力 な障害 であ るか を推察 で きる。
第 二に、 当初提 案 され た様 々な内容 の権 利規 定や対 応策(例 として人
権 委員会)は 、 条約 をその ままそ っ くり取 り込 む とい うよ りも、条約 を
考 慮 しつ つ も論 者が それ ぞれ独 自の案 を考 案 して いる。
第三 に、揺藍期 の特徴 として、論者 の主張 とその政 治的立場 お よび政
治 的状 況 との関 連 性 が 強 い点 で あ る。 そ の 顕 著 な例 と して、Quintin
Hogg保守 党議員(後 の大 法官LordHailsham)を挙 げ るこ とが で き
る27。Hoggは、保守 党が 野党の際 には、選 挙独裁electivedictatorship
に対す る歯止め と して何 らか の人権 法が 必要 で あ る と主張 して いた28。
ところが保 守党が政権 を握 り、Hogg自身 も大法 官 に就 任 す るや権 利章
典 に対 して否定 的 態度 を示 した。 しか し再 び政 権 が労 働 党へ移 る と、
LordHailshamは、労働党支 配下の議 会が制 定す る立法 に対す る防波堤
お よび権 限委譲問題 へ の対 応 として、権利 章典の必要 性 を再度 主張 し、
ECHRの 国内法化 では な く、成文憲法典 の制 定 を主 張 した29。
総合 的 に見れば、揺 藍期 に おいては、ECHRは も とよ り、権 利章典 も、































こ とに な る。 第三 に、権 利 の保 護 は抽 象的 人権規 定に よって実現 され る
のでは な く、具体 的 な救 済に よって こそ確 保 され る とい うのが イギ リス
の伝 統 であ る3S。これ らの論 拠が いか に強力 な もの であ るかは、その後 の
議 会の論議 に おいて、権 利章典法案 が いず れ も成功 しなか った こ とか ら
明 らか であ る。 同時に、権 利章典支持 者 には、 このハ ー ドル を越 える こ
とが 目標 となる。 よってその後の議論 の展開 が、議会 主権 の侵 害 に な ら
ない こ と、裁判 官 に強力 な権 限 を委 ね るものでは ない こ とをいか に説明
す るか が鍵 に な る。言 い換 えれ ば、 この貴族院 報告 書以降の論議 におい
て は、権 利章典 の硬 性化 とい う選択 肢 には距離 が 置かれ始め る。
貴族 院特別報告 書 の後 、権 利章典 制定論議 は、法案提 出の形 で議会 に
お いて何 度 も挑 戦 されたが、実質 的成果 には結 びつ か なかった39。その要
因は、第一 に、労働党 も保 守党 も政権 にあ る際 に、政府 としては権利章
典導 入 を支持 しなか った こ とであ る。第二に、「人権 」とい う発想 自体 が、
イ ギ リスではい まだな じみの ない もので あった とい え る点 であ る。 これ
は現 在の状 況 と大 き く違 う点 であ る。1980年代 にお いては、権 利章典 制
定論 議は いった ん停滞 して いた といえ よ う。 しか しなが ら1980年代 は、
1990年代 の展 開 を生 む下地 を作 ってい たこ とを見逃 してはな らない。 と
りわ け1990年代 に お いて、権利 章典 制定 論議 がECHRの 国内 法化 にお
おか た集約 され たのは、政 治的影響 力は低 か ったにせ よ継続 的に議 会に
おいて 問題提 起 の努 力が な されつづ け たこ との帰 結 であ る。 よって、 そ
の後再 び活発 化 し始め たのは なぜか を問 うこ とは興味深 い問題 であ る。
そこで、次 に、新 たな展 開の要 因 とその具体 的内容 を検 討す る。
(2)1990年代 の新 た な展 開
新 たな展開の兆 しは、厳密 に は1980年代 中頃 よ り始 まってい る とい え
る40。だが、1990年代 に入 る とそれ が新 たな傾 向 として明確 に捕 捉 で きる
よ うに なる。 その牽 引役 を務 め たのが、具体 的 な成文憲 法案 で あ り、権
利章典案 であ る。 これ らの存在 に よって、権 利章典制定 を含む憲 法改革
に関 す る議論 が、よ り具 体的 かつ活発 に行 われ るように なった。か つて、
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権利 章典制 定論 な ど、 お よそ非 イギ リス的 なばか げた アプ ローチ であ る
と して真剣 に扱 われ も しなか った主 張が、広 く議論 され始め るよ うに な
るの であ る。
では、 こ うした展開 の要 因は何 であろ うか。 第一 に 、長 期サ ッチ ャー
政権下 に おけ る市 民的 自由 に対す る法律 及 び委任 立法 に よる人権侵 害 で
ある。従 来 の統 治構造 を、根本 的 に問い直す とい う視 点が生 じるよ うに
な った。 この こ とは、 たんに権 利章典 を制定す るこ とだけ で な く、 さま
ざまな憲法 改革 をも呼 び起 こす こ とを意味 してお り、現政権 は今 回の国
内法化 を憲 法改革 の一環 と して打 ち出 した こ とに も明 ちか で あ る。
第二 に、最 も重大 な原動 力 は、 ス トラ スブー ルにおけ るイギ リスの芳
し くない成績 であ る(これ は第一の点 と表裏 をなす)。しか も、ECHRの
影響 は、抽象 的、宣 言的影響 では な く、具体 的事件 を通 して、 ヨー ロッ
パ人権 裁判所 におけ るイギ リス政府敗 訴 とい う形 で も明示 され るだけ に
その インパ ク トは大 きい。1980年代 か ら1990年代 初頭 にか けて、 申立件
数 にお いて も提訴件数 において もイ ギ リスが第1位 とい う不 名誉 な地位
を 占め た こ とは、非常 に象徴 的 な意味 を有 す る41。
そ して第三 に、上記 の点 に関連 して、近年ECHRへ の高 い評価 は、ス
トラスプー ルでの成績 をよ り無視 で きな くす る効果 を生 んで い る。 人権
法の 立法 目的 が、お金 と時 間のかか るス トラスブー ルへ まで事件 を もっ
て いかず とも、国 内裁 判所 にお いて よ り適切 な救済が得 られ るよ うにす
る こ とにあ る点 で も、 ス トラスブー ルでの成 績が いか に実際 上の圧 力 と
な って い るか を物語 ってい る42。版 を重 ねて きたZanderの著 書 『権利 章
典?』43から も、ECHRの ウエ イ トの高 ま りを観 察 で きる。
第 四に、 これ までECHRに 対 して消極 的 な態度 を示 してい た裁 判 官
の中 に、ECHR国 内法化 の支持 を表明す る ものが 続々 と登場 し始 め たこ
とであ る44。その背景 には、上 記の第二 お よび第三 の要 因が深 く関わ って
い る。 イギ リスの裁判所 で出 され た判決 とは異な る判 断が、 ヨー ロ ッパ
人権裁 判所 に おいて下 され るこ とは、 イギ リスの裁判 官に とって 当惑的
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な出来事 であ る。 しか もヨー ロッパ人権 裁判所 の名声 が確立 されれば さ
れ るほ ど、 その当惑が増 大 してい くこ とは まちが いない。 もし も、 イ ギ
リスの裁 判官が 条約 を解釈 ・適用 す る法 的義務 を有 して いれ ば、 これ を
解 釈 ・適用 してス トラスブー ルで出す よ うな結 論が 出せ るのであ って、
ス トラスブール までい ってか ら初 めて その結論 に到達 す るよ うなこ とに
はな らないのに とい う声 に なるのであ る45。た とえば、国内法化 を支持 す
る代表 的裁判官 の一人 であ る、LordBrowne-Wilkinsonは、「時 と して、
私 が到達 しなけ ればな らなか った結論 は 、ECHRに反す る もので あった
こ とを 自分 で知 りつつ到達 したの であ る。 なぜ なちば それ以外 の こ とは
私 に はで きなか らであ る」とさえ述べ てい る46。さ らに、こ うした見解 は、
イギ リスの裁 判官 が抽象 的一般的 人権 規定 を解釈 ・適用 す るこ とは、 そ
れほ ど困難 なこ とでは ない とい う立場 に たつ もので あ る47。そ して、実 際
に も、ECHRお よび同判例 を参 照 す る例 が1990年代 急 激 に増加 して い
る48。
そ して第五 に、それ までの議論 を経 由す るこ とに よって、ECHRの 国
内法化 とい う一 定 の共通 土俵 が確 立 され たこ とであ る。 これにつ いては
第二の点 が追 い風 となってい る。
(3)1998年人権 法 の制定:労 働 党 の転 換
1998年人権 法 の実 現 には、1990年代 初頭 か ち、様 々 な権利 章典 案 が提
案 され たこ とが重要 で あ る49。その主 た るもの として、①Thelnstitute
ofPublicPolicyResearch(以下、IPPRと記す)が1990年に発表 した
ABritishBillofRights50、②Libertyが1991年に発表 したAPeople's
Chartersi、③GrahamAllen議員やLord・Lester議員 に よる もの をは じ
め とす る議 員提 出法 案52が挙 げ られ る。そ こで、これ らの案 と現行 の 人権
法 との相違 点 を指摘 した上 で、労働党 が どの よ うに態度 を変 更 し、 人権
法実 現へ と至 ったのか を描 出す る。
まず、権 利章典 が規定 す る権 利の 内容 の面 を見 ると、ECHRの 諸 原則
をその ま まと りこむ こ とに最 も忠実 なのは、LordLesterの法案 であ る。
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これは、ECHRの 内容 に完全 に満 足 してい るか らとい うよ りも、法案 の
実現 可能性 を高め るため に とった選択 とい えよ う53。とい うのは、Lester
自身、① の起 草者 の一 人 であ るか らであ る。他方 、IPPRやLibertyは、
ECHRに とどま らず、他 の国際人権 条約 を も取D入 れて い る。IPPRの
案 は、主 と してECHRを 基礎 と しなが ら も自由権 規 約 を加 味す る54。
Libertyの方 は、IPPR以上 に、様 々 な国際人権 条約や 外 国の 人権文 書、
そ してLiberty自身の政 策 を取 り込 んで い る。全般 的 には、三 者の案 は 異
な るもの では ない。違 いが最 も顕 著に表 れ るのは、IPPRやLibertyの具
体 的 な人権 問題へ の関心 が条文 に直接反 映 され てい るよ うな場合 であ る
(たとえば無差別 原則)。三者 は権 利章典 の 内容 を市民 的政治 的権 利 に限
定す る点 では共通 す る55。
実施 措 置の点 では、三 者 は政府 お よび公的機 関の権 利侵害 に対 して、
救 済 を認 め る(損 害 賠償 、差 止、決 定 の取 消 等)。ま た、IPPRおよ び
Libertyは、権 利 章典 の普 及 を促 進 す る機 関 と して 人権委 員 会Human
RightsCommissionを提 案 してい る。権 利章典 の法 的地位 お よび硬性 化
に関 しては、三 者 はいず れ も権 利章典 に他 の法 とは異 な る地位 を付 与す
る工 夫お よび事 後法 に よって容 易 に改変 され るこ とを防 ぐ工夫 を行 って
い る。 しか しなが ら、 それは議会主権 原理 に抵触 しない範囲 にお いて行
われ るの であ って、事 後法 に よる改変 の可能性 を排 除す るもの では ない。
IPPRおよびLesterの案 では、議会 が 明示的 に人権 規定 に反す るこ とを
行 うこ とを規 定 しないか ぎ り(notwithstandingclause)、人権 規定が優
位 す る(裁判所 が議会 法 を無効 にす るこ とが で きる)56。他 方、Libertyの
案 は、 さらに硬性 化 の度 合 い を弱め るものであ る。す なわ ち、議 会 法に
明示規定 が ない場 合 で、か つ裁判所 が権 利章典違 反 を判示 した場合 に は、
議会 側 が それ を覆 す 可能性 を残 してい る57。よって、最 終的 判断権 は議会
に あ る とい う点 にお いて、議会 主権 原理 に もっ とも忠 実 であ る。Liberty
は、 これ を 「民主的硬性 化democraticentrenchment」と謳 ってい る58。
人権法 との関連 で興 味深 い点は、Libertyの案 考案 者 であ るKlugは、
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今 回の 人権 法 の起 草 におい て も重要 な役割 を果 た した こ とで あ る。 次章
で説明す る人権 法の実施措 置 は、KlugがLibertyの案 で試み た工夫 を元
に、 同案 に対す る反応や批 判 を勘 案 して、議 会主権か ら くる抵抗 をよ り
回避す るため に さらに練 り上 げた もの と言 えるのでは ないだ ろ うか。
以上 の よ うに、 三者 の案 が、 いずれ も硬性 化 の点 では、議 会主権 との
抵触 を避 け るため に慎重 な手段 を とったこ とは、提案 の実現 可能性 を高
め るため には非常 に重要 な考 慮 であ った。 二大政党 はいず れ も権 利章典
には非常 に消極 的 または警 戒的 であ ったか らであ る。 今 回、 人権 法 を提
案 した労働 党 も、 元来、党 としては、権 利章,典の ような一般的 ・抽象的
権利規 定の 導入 に関 して賛成 では なか った し、 ま して、 それ を司法部 の
手に委 ね るこ とには非常 に警戒的 であ った。 少 な くと も1980年代 の時点
では その姿勢 は崩 して いない。1987年総選 挙敗 北後 に行 われ た政 策全 体
の 見直 しの中では 、「権 利章典 は我々 が必要 とす る保 護 を提供 す る もので
は ない。… ・権 利 章典 は裁 判所が行 う絶 え まない詳細 な解 釈 を必要 とす
る上 に、 その一般 的条項が、社 会 の最 も弱 い人々 を助 け る とい う確 実性
は ない」 とい う結論 に到達 してい るか らであ る59。
この 姿勢が転 換す るのは、1992年総選挙 を控 えて党 の方針 を見 直す 中
において であ る。 ここで、党 首脳 部 は何 らか の権 利章典 の必要性 とそれ
を条約 の国 内法化 に よって行 うこ とを発 言 し始 め る。 しか し、1992年総
選 挙の選挙 綱領 に はこの こ とは具体 的 には明記 されて お らず、「民主的 に
執行 され る権利 章典 」の内容 はいか な る ものか は明確 ではなか った。 こ
れ が 明 確 に さ れ た の が、1992年総 選 挙 敗 北 後、党 首 と なったJohn
Smithの登 場 に よって であ る。憲 法 改革 に 非 常 に積 極 的 だ ったSmith
は、条約 国 内法化 に よる権 利章典 の実現 を表明 した。
「今 日、主要 な西 ヨー ロ ッパ諸 国の 中で、 イギ リスだけが 国民の基 本
的権 利 を法律 に規定 してい ない上 に、 自国の裁判所 を通 じて これ らの権
利 を主張 す る直接 的手段 を国民 に与 えていな い。根本 的 な人権 パ ッケー
ジを民主的 にかつ 法的 に承 認す るこ とを実現 す る、最 も迅速かっ 単純 な
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方法 は、イギ リス法の 中にECHRを 編 入す るこ とに よってで あ る。… 当
該条約 は、曖 昧 で、 試 された こ との ない、不確 定 な法典 では ない。 それ
どころか権 利 に関す る成 熟 した文 書 であ る、 ス トラスブール の専 門的 裁
判所 に よって長年 に渡 って解 釈 ・適 用 されて きた…議会 は人権法 とい う
もの を可決 し、 それに よって条約 の諸規 範 を直接 イギ リス法 に編 入 し、
市 民に これ らの諸規 範 を裁判所 にお いて実施す る権利 を与 え るべ きであ
る60。」(1993年3月1日の チャー チ ・ハ ウス での 演説)
この路線 は、1994年にSmithが突然死去 した後 も、新 党主TonyBlair
に よって継承 され た61。そ して、1996年12月、JackStraw(後の内相)
とPaulBoatengによって、 『権 利 を イ ギ リス に 持 ち 帰 るBringing
RightsHome62』とい う文書が 出 され る。 ここでは条約 の司法 的実施 を
主張 す る と同時 に、両院 の合 同委 員会 を結成 し、特別 委員会 と して機 能
させ るこ とを提案す る もので あっ た。続 いて、1997年の総選 挙 では、初
め て、条約 の国 内法化 が選挙綱領 の一つ に組 み入れ られ た。「市民は、連
合 王国の裁 判所 にお いて 自己の 人権 を実 施す る制 定 法上の権利 を持つべ
きであ る。我 々は制 定法 に よってECHRを 連 王王 国法 に編入 し、上 記 の
権利 を 自分 の国へ持 ち帰 り、国 内の裁 判所に おい て我 らの国 民が これ ら
の権 利 にア クセスで きるよ うにす る63。」総選挙 後の女 王演説 では、労働
党政権 が最初 に取 り組 む政策の 一つ と して、 条約 の 国内法化 が掲 げ られ
た64。そ して、1997年10月、「イ ギ リスに持 ち帰 られ た権利:人 権 法案The
RightsBroughtHome:TheHumanRightsBill」と題す る白書65が出
され る と同時 に、貴族 院へ1998年人権 法案が提 出 され た66。1998年2月に
貴族 院 を通過 した法 案 は庶 民院へ 送付 され、1998年10月に庶民 院 で可決
され、女 王の裁 可 を得 て1998年人権法The1998HumanRightsActと
して成立 した67。しか しなが ら、同法の実 施 には準備 が必要 とい うこ とか
ら、幾 つか の条文 を除 きまだ発効 して いない(2000年10月2日発効 予定)。
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21998年人権法 の構造
人権 法 は、ECHRの 国 内法化 を企 図す る もので あ る。その ために、同
法 は、す で に イギ リスが 国 際法上 の 履行 義務 を負 うECHR上 の権 利 カ
タロ グに対 して 国内的効 力 を付 与す る とい う形式 を採 用 した。権利 カタ
ログ を新 たに起 草 す るこ とになれば、 その内容 につ いて合 意 に到達す る
こ とはお よそ容 易 では な い。仮 に可能 で あ る として も時 間 を要す る こ と
は まちが いない。 よって、今 回の選 択 肢 は こ うした問題 を回避す る こ と
に貢 献 した と言 えよ う68。条約上 の権利 に関 して は イギ リスは 国際法上
すでに拘 束 されて お り、新 たに実 質的 変更 を伴 うものでは な い と説明 で
きるか ちで あ る。 しか も、 それ で も、保 障 され る権利 の 内容 お よび保 障
形式 につ いて は、法案 審議 にお いて問題 が生 じ、 当初 の法案 に対 して幾
つか の修 正 が な され てい る69。
(1)保障 され る実体 的権 利
前述 した よ うに、 人権 法 の 目的 は、条約 上の権 利 をイ ギ リス法 に編 入
す るこ とであ る。 よって同法 の本文 中 には、具体的権 利規定 は登場 しな
い。その代 わ り、同法1条は、同法が保 障す る「条約上 の権 利Convention
rights」は、ECHR2条 ない し12条お よび14条、同第1議 定書1条 ない し
3条、 そ して同第6議 定書1条 お よび2条 に規定 され る権利 お よび基本
的 自由 で あ ると規定 す る。 そ して該 当す る権 利が同法 の最後 に付 則 とし
て添付 され てい る。具体 的 に は、 下記 の権 利 が保 障 され る。 なお、 これ
らはECHR16条(外国 人の政 治 活動 の制 限)、17条(除外事 項)お よび18
条(制 限 の適用 原則)と 合 わせ て解釈 され る。
(a)ヨー ロ ッパ 人権 条約
①2条 生命 に対す る権 利
②3条 拷問 の禁止
③4条 奴隷 お よび強制 労働 の禁 止
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④5条 身体 の 自由お よび安 全 に対 す る権利
⑤6条 公正 な裁判 を受 け る権利
⑥7条 刑 法 の不 遡及
⑦8条 私 生 活お よび家族 生活 の尊重
⑧9条 思 想 、良心 お よび宗教 の 自由
⑨10条 表現 の 自由
⑩11条 集会 お よび結社 の 自由
⑪12条 婚 姻 の権利
⑫14条 差別 禁止 原則
(b)ヨー ロ ッパ 人権 条約 第1議 定 書
①1条 財産 権
②2条 教 育 に対 す る権利
③3条 自由選挙 の保 障
(c)ヨーuッ パ 人権 条約 第6議 定書
①1条 死刑 廃 止
②2条 戦時 におけ る死刑
な お、上 記 の権利 は 、 イギ リス政 府 がECHRに 付 してい る適 用 除外
derogationsおよび留保reservations70の対 象 とな る上 、新 た な適用 除外
や 留保 の対 象 とな る(人権 法15条ない し17条)。さ らに、権 利の解釈 の際
には、裁判所 は、ECHR判 例 法(広義)、す なわち下 記 の事 項 を考慮 に入
れ なけ れば な らない(2条1項)71。
① ヨー ロ ッパ人権裁 判所 の判 決、決定 、宣言 お よび勧 告的意 見
②ECHR31条に基づ き採 択 され た報告 書 中の ヨー ロ ッパ 人権委 員会
の意見
③ECHR26条または27条2項 に関連 して行 われ た ヨー ロッパ 人権 委
員 会の決定
④ECHR46条に基づ き行 われ た閣僚委 員会 の決定
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(2)実施措 置
規 定 され た権 利 は、 どの ように実現 され るのか、 その手段 如何 で当該
人権 の実効 性 は左右 され る。 前述 した ように、権 利 章典 制定 論議 におけ
る最 も厄介 な理 論的障害 は 、権 利章典 とい う抽 象的一般 的文 書の導 入 と
硬性 憲法 を拒絶 して きた議会 主権 である。そ こには、"限られ た一 部 の人
の利益 しか代弁 しない非 民選 の"裁 判官 に抽 象的文書 の解釈 を任せ る こ
とはで きない とい う、労働 党左派 系の主張 もか らん でい る。換 言すれ ば
裁判 官に議会 立法 を無効 にす る権 限 を認め るべ きなのか、裁判 官は 人権
の擁護 者 となれ るのか とい う問題 であ る。結論 としては、人権法 は、非
常 に慎 重かつ穏健 な(そ して巧妙 な)手 段 を採 用す る こ とに よって、議
会主権 との衝突 を回避 した(そ れ に よって、議 会 での人権 法案 の円滑 な
通過 を確保 したこ とは まちが いない)。具体 的 には、第一 に、条約上 の権
利(ECHR上 の権 利)と の抵 触に関 して、議会 法の場合 とそれ以外 の場
合 を区別 し、裁判所 は条約上 の権 利 に照 ら して無効 に で きるのは議会 法
以外 に限定 し、議会 主権 を維持 した こ とで あ る。 第二 に、 国務 大 臣が、
新 たな法案 と条約上 の権 利 との適合性 を明示的 に表明 した り、 条約上 の
権利 を侵害 す る法律 を修 正 した りす る機会 を用意 す るこ とに よって、議
会 法 と条約上 の権利 との抵触 を実質的 に防止 ・治癒 す る措 置 を置 いた こ
とで ある。興味深 い点 は、導 入 され た制度 は、運 用の いかんに よっては、
起草 者が予定 していた範囲 を越 えて機能す る(す なわ ち、議会主権 と抵
触す る)可 能性 を有す るこ とであ る。本 当に議会 主権 は堅持 され るのか
につ いて は後 に考 察す る。 まず、本法が予定 す る救 済手段 の概略 を描 出
す る。
(a)法律解 釈 原理 お よび公的機関 の 「条約上 の権 利」適合義務
まず法律 解釈 原理 と して、「可能 な限 り、第一 次立法 お よび従 位 立法 は
条約上 の権 利 と適合 す るよ うに解釈 され実施 され なけれ ばな らない」(3
条1項)。 そ して、人権法 にお いては、公 的機 関(publicauthorities)が、
条約上 の権 利(aConventionright)に適合 しないよ うな方法 で行 動す
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るこ とは不法 であ る(6条)。よって、公 的機 関 に よって人権 を侵 害 され
た と考 え る被 害者(victim)は、 ス トレー トに条約上 の権利 違反 と して 当
該公 的機 関 を訴 え るか、 あ るいは公的機 関が関与 す る法的 手続(た とえ
ば 司法審査や 刑事 訴訟)に おいて条約上 の権利 を援 用で きる(7条)。 裁
判所 は、当該公 的機 関 の行 為が不 法 であ る と認定 した場 合 には、救 済(損
害 賠償 を含む)を 与 えるこ とがで きる(8条)。 法案 審議 の過 程 で、 人権
規 定侵害 を主張 で きる期 間 に制 限(侵 害行為発 生か ら一年以 内)が 付加
され た(7条5項(a))。但 し、裁 判所 は、 あ らゆ る諸状 況 を勘案 して、 よ
り長 い期 間 を認め るこ とも可能 であ る(7条5項(b))。
公 的機 関 には、大 臣、政 府省庁 、政府機 関、地 方 自治体 、軍 隊、警察
とい った公 的機 関 は も とよ り、裁 判所、法 的手続 に関す る機 能 を行使 す
る審 判所tribunalおよび公 的性質 を備 え る機 能 を行 使す る者anyper-
soncertainofwhosefunctionsarefunctionsofapublicnature72も含
む(6条3項)。 しか し議会 お よび議会 手続 に関す る機 能 を行使 す る者は
含 まれ ない(6条3項)。 ただ し裁 判所 と して の貴族院 は含 まれ る(6条
4項)。「行 動」 に は、不 作為 も含 まれ るが 、立法 の提案 を しなか ったこ
とお よび第一 次立法 また は救 済的 命令 を行 わ なか ったこ とは含 まれ ない
(6条6項)。
以上 が権利侵 害 に対す る救済 の枠 組 であ る。しか し、上述 した よ うに、
権 利侵 害 の有無 を判断す る際 に、条約上 の権利 との適合性 が 問題 とな る
のが第一 次立法(議 会法)か 否 か に よって違 いが あ る。 第一次 立法が 関
与す る場 合 には、裁判所 はそれが 条約上 の権利 と適合 しない こ とを宣言
す るに とどま り、 その場合 の救 済 は政 治部 門に委 ね られ る。他 方、 それ
以外 の場 合 には、 た とえば裁 判所 は従位 立法 を無効 とす る または適 用 し
ないこ とが 可能 であ り、救 済 を与 えるこ とが で きる。
(b)不適合 宣言 と救 済命令 二議会 法の条約 適合性 を確保す る手段(そ の
1)
裁判 所 は、 当該 第一次 立法 は条約上 の権 利 と適 合 しない と判 断 した場
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合 には、不 適合宣 言adeclarationofincompatibilityを出す こ とが で き
る(4条)。従位 立法 の場合 であ って も、第一 次立法 が第二次立 法 と人権
法 との不 適合の 除去 を阻止 して い る場合(当 該従 位立 法が 第一 次立法 に
よって付 与 され た権限 に よって制 定 されて い る場 合)に は、 同 じく不適
合 を理 由 として無効 にす るこ とは で きない(3条2項(c))。この場 合 に も、
上級 裁判所 は不適 合 宣 言 を出 さ なけ れ ば な らな い(4条3項 お よび4
項)。ここでい う第一 次立法 には以 下の ものが含 まれ る(21条1項)。
① 一般 法律publicgeneralAct73





⑥ 女 王大 権 の行 使 に よって制 定 され た枢 密 院令OrderinCouncil
madeinexerciseofHerMajesty'sRoyalPrerogative
⑦1973年北ア イル ラン ド憲法法38条1項(a)または同項 に相 当す る1998




⑧① 、② または③ を修 正す る枢密 院令
⑨ 第一次立 法に基づ き発 され た命令 または文 書 で、当該第一次 立法の
一 ない し複 数の条 項 を実施 す る機 能 を有 す るか または いか な る第一
次 立法 にせ よこれ を修 正す る機能 を有す る もの
他方 、従 位立 法 とは、上 述 の枢密院令 を除 く全 て の枢密 院令 、命令 、
規則、規 制、計 画、令状 、条例 等 を指 す77。
不適合 宣 言を出す こ とが で きる裁判所 は、下 記の裁判所 に限定 され る
(4条5項)。 よって いわゆ る上位裁 判所 のみが宣 言 を出す こ とが で き、
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下位 裁判所 は で きない78。
① 貴族 院HouseofLords
② 枢密 院司法委 員会JudicialCommitteeofthePrivyCouncil
③ 軍法 上訴裁判 所Courts-MartialAppealCourt
④ ス コ ッ トラン ドにおけ る、刑事 上訴裁 判所 としての刑 事上 級裁判所
HighCourtofJusticiaryまたは民事 上 級裁判所CourtofSession
⑤ イングラ ン ド、 ウ ェー ルズお よび北 ア イル ラン ドにお け る、高等法
院HighCourtofJusticeまたは控 訴院CourtofApPeal
不適合 宣言 自体 は、不 適合性 が問題 に なった法律 の効 力 に影響 を及ぼ
さない上 に、 当該 訴 訟当事 者 に対 して も拘 束力 を有 しない。 まさに、 不
適合 が存在す る とい う事 実 を 「宣言」 す るに とどまる。 その上 、 も う一
つ の緩衝 策 が用意 されて い る。 あ る訴 訟 におい て裁判 所が不 適合宣 言の
検討 を行 ってい る際 には、政 府Crownには、その こ とを通知 され る権 利
が あ り、 その場 合 には政府 は裁 判所規 則 に従 って当該 訴訟 の一方 当事 者
として参加 す る権利 を有す る(5条)。
不 適合宣 言が 出 され た場合 に は、救済命令remedialorderによる大 臣
の立法修正(10条)と い う救済策 が用 意 され てい る。 この立法修正 は、
不適合 宣 言が出 された場合(10条1項(a))以外 に も、大 臣が、 人権 法発
効 後 に出 され た ヨー ロ ッパ 人権 裁判 所 の認定findingを考 慮 した結 果 、
あ る法律 の条項 が連 合王 国の条約上 の義務 と適合 しない と考 えた場合 に
も行 うこ とが で きる(同項(b))。両者 の場合 、大 臣 は、立法修正 をすべ き、
や む にや まれぬ理 由が あ る と考 え るな らば、命令 に よって 当該不 適合 を
除去す るのに必要 な立法修 正 を行 える(10条2項)。従 位 立法 の不 適合性
の場合 に も、 その不適合性 が根拠 法 とな ってい る第一次 立法 に由来 し、
当該不適 合性 を除去す るため に第一次立 法の修 正が必要 な場合 も同 じで
ある(10条3項)。さ らに、不適合 性 ゆえにす でに無効 とされ た従位 立法
につ いて も立法修 正は行 え る(10条4項)。
救 済命令 を行 う場合 には、緊急 の場合 を除 き、その草案 を理 由書79とと
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もに各院 に提 出 しなけれ ば な らず 、提 出 してか ら60日以 内に各 院の決 議
に よって承 認 され なければ な らない(第2付 則2条(a)および(b))。緊急事
態 の場合 には草案 時 の承認 な しに 当該 命令 を出す こ とが で きるが、事 後
に理 由書 と共 に当該命令 を議会 に提 出 しなけれ ばな らない(同 付則4条
1項)。当該命 令提 出後60日以 内に議会 での説明が行 われ る際 に、当該 説
明 の結果 を受 け て元 の命令 を変更 す る取替 命令replacementorderを出
す こ とも可能 であ る(4条2項(b)および3項)。 当初 の命令 または取替 命
令 が 出 され てか ら120日経過 して も、いつ れか の命令 を承 認す る各両 院の
決議 が 出 され ない場合 に は、 当該 命令 は効 力 を失 う。 ただ し当該命令 下
にお いて行 なわれ た こ とにつ いては影響 を及ぼ さない(第2付 則4条4
項)80。
(c)法案 適合 表明:議 会法 の条約適合 性 を確保 す る手段(そ の2)
不適合 宣言 と救 済命令 の組合 せが、事 後の条約適 合性確保 手段(是 正
手段)で あ る とす れば、事前 の条約適合 性確保 手段(予 防手段)は 、大
臣に よる法案 の適合 表明(19条)で あ る。 す なわち、 法案 提 出につ いて
責任 を負 う大 臣は 、 当該法案 の第二 読会 において、 当該 法案 と条約 上 の
権 利 との適合性 に関 して、 下記の いずれ かの表明 を行 わ なけれ ば な らな
い(19条)。
①該 大 臣の見解 で は、 当該法案 の条項 は条 約上の権 利に適合 す る(適
合 表 明astatementofcompatibility)。
② 適合 表明 を行 えないに もか かわ らず、政 府 は当該 法案の審議 継続 を
希 望 す る。
これ は法案 が法 律 となる前 に、 法案提 出者側 に条約 適合性 の問題 を喚
起 す る と同時 に、 政府 は条約適合性 の 問題 を考慮 した上 で当該 法案 を提
出 して い るこ とを明確 にす るだけで な く、条約不適合 な場合 には その こ
とを予 め議会 に警告 して い るこ とに な る81。
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31998年人権 法案 の検討
{1)1998年人権 法が保障 す る実体 的権 利
(a)ヨー ロ ッパ人権 条約 においては保 障 されて いない権 利
ECHRの 文 言 をその ま ま国内法 に取 り込 む こ とに よって、人権 の内容
に関す る議論 を回避 し、最短 コー スでの実現 を可能 に したわけ であ るが 、
それ は同時 に、約半世 紀前 に起 草 され た文 書 を採用 す るこ とか ら くる問
題 点が 存在 す る。
第一 に、時代 の経過 であ る。ECHRの 成立背景 に は、ナ チ スに よ って
行 なわれ た ような大規模 な人権侵 害 を二度 と繰 り返 さない とい う決 意 だ
け で な く、共産 主義 に対す る防壁 とい う意味 も存 した。 よって、ECHR
は、 自由権 的権 利 を強調 す る反面、社会 的経済 的文 化的権 利 を保 障 して
いない82。社会権 とい う発 想は、とりわけ19世紀後 半 よ り顕著 にな った資
本主義 経済の 問題性の 中か ら考案 されて きた。 よって現在 、 多 くの国 の
憲法 規定 は社 会権的規 定 を備 え るのが通 例 であ り、社会権 の保 障 は、現
代憲 法の重要 な特徴 の一つ といえ よ う83。今 回、ECHRの国 内法化 とい う
選択 肢 を選 ん だこ とに よって、社会権 規定 が一 切欠落 したこ とにつ いて
は批判が存 す る84。
第二 に、ECHR成 立後登場 して きた、現代 的要請 の よ り強 い権 利 を取
り入れ るこ とが で きない とい うこ とで あ る85。ECHR自体 は選択議 定 書
の採 択 に よって、その内容 を補 う努力 を続 けて い る。 しか しそれは網 羅
的 では ない上 に、個 々の議 定書の批 准は締約 国の裁量 に委 ね られてい る。
しか もイギ リスの場合 に は、議 定書 の 多 くを批 准 してい ない86。た とえ
ば、 契約 不履行 に よる抑留 か らの 自由(第4議 定書1条)、 移 動、居住 お
よび出国の 自由(第4議 定書2条)、 有 罪判決 を受 け た ものが上 訴す る権
利(第7議 定書2条)お よびあや まって有 罪判決 を受 け た ものが補償 を
受 け る権 利(第7議 定書3条)、 一事不再 理 の原則(第7議 定書4条)、
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配偶者 の平 等(第7議 定 書5条)な どであ る。他 方、現代 的問題 、 た と
えば健康 的環 境 に対 す る権利 、持 続的発展 に対 す る権利 、平和 に対 す る
権利 な ど、 いわ ゆ る 「新世代 の権 利」は、ECHRの 国内法化 か ちはほ と
ん ど恩 恵 を受 け るこ とが ない とい う指 摘 も存 す る87。戦後 す ぐ制 定 され
た条約 を、半世 紀過 ぎて国 内法 に導入す る とい うこ とは、 イギ リスに は
他 に 自前 の人権規 定 がな いだけ に、 時代錯 誤の感 が あ る と言 っては言 い
過 ぎであろ うか。 言 ってみれ ば戦後 す ぐに制 定 され た各 国の憲法上 の人
権 規定88を、今 に な ってイ ギ リスは 自国 の人権 規 定 として明文化 す るよ
うな もの だか ちであ る。
(b)人権法 が明示 的 に除外 した条約 上 の規定
人 権 法 の 権 利 カ タ ロ グ とECHR上 の 権 利 カ タ ロ グ の 違 い は、
ECHR13条の効 果 的救済 の保 障、お よび15条の緊急事 態 におけ る離脱 条
項 そ して条約 前文 が除外 され てい る こ とであ る89。まず 、ECHR13条であ
るが、 同条 は、 「この条約 に定 め る権 利お よび 自由 を侵 害 され た ものは、
公 的資格 で行動 す る者に よ りその侵 害が行 われた場合 に も、国 の機 関 の
前 におけ る効果 的 な救 済措 置 を受 け る もの とす る」 と規定 す る。 これ を
排除 した理 由 としては幾 つか考 え られ る。 まず 、人権 法 自体(と りわけ
8条)が 、13条を具体化 す る もの で あ る とい う説明 であ る。 次 に、13条
の規定 を導 入す る と、効 果的救 済が 存在 す るか ど うか を裁判所 が判 断す
るこ とにな り、 ひ いては裁判所 が議会 の判 断 を考慮 す ることに な り、議
会主権 原理 との関係 で問題 であ る とい うこ とが あ る。最後 に、13条自体
は国際 条約 上の規 定 なので、 その まま国 内法 上の規 定 として受容 す るこ
とは で きない とい う点 であ る。 た しかに、 人権 法8条 は、裁判所 は裁判
所 の権 限内にお いて 「公正 かつ適 切 なjustandappropriate」救済 を与
え る と規定 す る。 しか しこれ は13条が保 障す る 「効 果的effective」救 済
の一部 であって全部 では な い。 そ して13条が予 定す る効 果的救 済 と人権
法 が提 供 す る救 済 が適 合 的 か とい うこ とが 問題 となろ う。13条が ヨー
ロ ッパ 人権 裁 判所判例 にお い て果 たす役割 を考慮 すれ ば、国内機関 は「効
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果的救 済」 を提供 す る義務 が あ る とい う13条の趣 旨を国内法上 の規定 と
してふ さわ しい形 で設け るべ きでは なか っただ ろ うかgo。
次 に、ECHR15条は、13条以上 に 国際条約上 の規 定 として の性格 が強
いので、 これ をこの ま ま国 内法化 して も意味 をなさない こ とは理解 で き
る。だが 問題 なの は15条2項の有す る意味、す なわちECHR2条 、3条 、
4条1項 、お よび7条 の規定91は離脱 しえ ない とい う意味 であ る。ECHR
の解釈 にお いては、上 記の条文 は絶対 的権 利 と して保 障 され る と解 され
てお り、15条2条は その重要 な根拠 であ る。 これ を欠 くこ とに よって、
人権法 中の人権 間に は、 その保障 の程度 に おいて一 切 区別 が ない とい う
こ とに なるの であ ろ うか。 内務省 は、 条約上 の権 利に は権 利 の ヒエ ラル
キーが 存在 す るこ とは認 識 してい るよ うであ る92。しか し、それ な らば、
逆 に、別 の問題 が生 じない だろ うか。 イギ リス法 にお いては 、最 高法 と
い う概 念が存在せ ず、法 的効 力の点 で区別 をす る とい うこ とは行 われ な
い。 人権 間に ヒエ ラルキー を認 め る考 え方、す なわ ちあ る特定 の人権 は
絶対的権 利 として保 障 され るとい う考 え方 は、議会 法 に よって制約 で き
な い権 利 とい う発 想 につ なが るもの では ないだろ うか。
第三 に、第二 の問題 と同様 の こ とが 言え るの は、ECHR前 文 は国内法
化 されて いない こ とであ る。確か に前文 は、条文 ご とその ま ま国内法化
す る とい う形式 に よっては、 国内法の 中に持 ち込 み得 ないの は、文 言上
明 らかで ある。 しか し前文 は、個 々 の人権 規定 の基本方針 であ り、かつ
個 々 の規 定 を統合 す るエ ッセ ンスで あ るこ とか ら、 条約 の解 釈 ・適 用に
お いては重要 な位 置 を 占め る。実 際 に も、 ヨー ロッパ 人権 裁判所 は同前
文 を解釈指 針 として用 いて い る93。なか で も、前文 にお いて世 界 人権 宣言
へ の言及が あるこ とは見逃 せ ない。 世 界人権 宣 言は 自由権 のみ な ちず社
会権的 規定 を も有 す るか らであ る94。また、他 国の憲法 を見 てみれば 、前
文 の果 たす役割 は軽視 しえない。 成文典 の不可避的特 徴 と して、個 々の
人権規 定 にお いては時代 の経過 に よる一 定 の 「風化 」 は否定 で きない。
それ だけに基本的精神 と しての前 文の 意義 は有用 では ないだ ろ うか。逆
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に言 えば 、ECHRの 個 々の規 定 は と りこん で も、 それ をつ な ぐバ ック
ボー ン としての基本精神 や全体 の体系性 は無視 した国 内法化 を万 が一行
うので あれ ば、新 たな問題 が登場 した ときに、 どこ まで人権 法は柔軟 な
対 応 を とるこ とが で きるだ ろ うか。他 方、包括 的 に条約 の権 利体 系 を採
用す るの であれば、議会 主権 との抵触 の可能性 は 回避 で きない こ とにな
るので はないだ ろ うか。
(c)人権 法 において特別 な取扱 が なされ た権 利(人 権法12条お よび13条
の付加)
人権 法12条お よび13条は、ECHR中 に は存在せ ず、当初 の法案 に もな
か った規 定 であ る。法案 審議 にお いて、プ レスお よび教会側 の懸 念に よっ
て付加 され た規定 であ る。12条は、裁 判所 が救済 を検 討す る際に 、表現
の 自由が関係 してい る場合 には、表現 の 自由に対す る権 利 に対 して特別
の配慮 を行 うこ とを要請 して いる。 これ は、プ レス側 が、議会 法 に よっ
てプ ライバ シー法が制 定 され るの では な く、裁判所が 人権 法 を通 じて判
例 に よってプ ライバ シー法 を形成 す るこ とを非常 に警戒 した か らであ
る。 実 は、大 法官 は、 当初、 人権法導 入に よ って、判例 法 を通 じてプ ラ
イバ シー の権 利が形 成 され るこ とを支持 してい た。 しか し強 い批 判 を受
け て法案審議 の過程 にお いて大 法官 自らこれ を打 ち消 し、12条が追加 さ
れ るこ とにな った。他 方、13条は、裁判 所が 人権 法 の下 で生 じる問題 を
決定 す る際 に、 それ が宗教 団体 の思想 ・良心 ・信 教の 自由への権利 の行
使 に影響 を及 ぼす場合 には、裁 判所が 当該権 利 の重要性 に特 別 な配慮 を
行 うこ とを要 請す る。 こちらは教会 側 が、人権 法 に よって、教 会 の活動
が 束縛 を受け るこ とを憂慮 した こ とによ るざ
両 者は、 そ もそ もECHR上 の表現 の 自由や 宗教 の 自由に新 たな 内容
を付加 す る もの とは考 えに くい。 両者が 存在 しな くて も、両 者が規 定 し
て い る内容 は、ECHR9条 や10条の解 釈 に よって実現 され うる と考 え ら
れ る。 よって、 人権 法 の成 立 をスムー ズに行 うために政 治 的妥協が行 わ
れ た とい う評価 も可能 であ る。しか し、それだけ にECHR9条 お よび10
190
条 のみが、 人権 法 中の規 定の 中で特別 な取扱が なされ たこ とは、何 か 意
味 を持 って くるの であ ろ うか。 第一 に、表現 の 自由 の優 越性 とい う考 え
方の普及 を推 進す るか もしれない。ECHR判 例法 も、表現 の 自由 を特 別
扱 い してい る95。だが、この こ とは、い まだ国 内判例 にお いて も実現 して
いな いプ ライバ シー の権 利 に とっては さ らに不利 とな る可能性 が あ る。
第二に 、13条の 点は、 これが イギ リス国教会 か らの要請 で ある こ とが明
白なだけに、 よ り問題 であ る。 イ ギ リス国教 会以外 の宗教 を信 じる人 々
や マ イノ リテ ィの人権(こ こでは具体 的 には同性愛 者 の権 利)に とって
不 利 な運 用が な され ない よ うにす る必要 があ る。 さ らに、12条お よび13
条の付 加 に よ って、表 現 の 自由や 宗教 の 自由 に関 してECHR判 例 法 と
は異 な る解釈 が な され る とした ら、問題 で あろ う。
(2)「被 害者」 の範囲:誰 が 「条 約上 の権 利」 を援 用 で きるのか
第一 に、 人権 法7条よ り、「被害 者」は 「条約 上 の権 利」を援 用 で きる。
この被 害者 とは、 当該 不法行為 に関 して ヨー ロ ッパ 人権 裁判所 に訴 訟が
提起 され た場合 に、 条約34条の観 点 か ら 「被 害 者」victimであ る ものの
こ とを言 う(同6項)。具体 的 には、現行 の ス トラスプー ルでの実務 が参
考 に な ることは間違 い ない。 とす る と現行 の ス トラ スブー ルに おけ る受
理 可能性 の認容 状況 は どうか とい うこ とを問題 にす る必要 が あ る。一般
的 に言 えば、受 理 可能性 の認容率 は決 して高 くは ない こ とか ら96、ヨー
ロ ッパ 人権委 員会 の認容決定 を考慮 に入れ るこ とに なれ ば、入 り口の と
ころで門前払 い とな る可能性 は高 い。 しか しス トラスブール機構上 の要
請 とイ ギ リス国 内裁判所上 の要請 は異 な るの ではな いか。
第二 に、人権 法2条1項 の文 言か ら、裁 判所 ない し審 判所9ア自身の イニ
シア テ ィブに よって 問題提起 を行 える と解せ るだ ろ うか 。 もしそ うであ
る とす る と、仮 に、裁判所 ない し審判所 が人権法 関連 の問題 は生 じない
と決定 す るこ と自体 は、上 訴 または 司法審査 の対 象 とな るで あろ うか98。
第三 に、上記 いず れの場合 にせ よ、裁 判所 ない し審判 所が、 ヨー ロ ッ
パ 人権 裁判所判決 等 を考 慮 にいれ るか ど うか は、 それ が 当該事件 におい
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て 「関連性 が あるrelevant」場合 であ る(人 権 法2条1項)。 よ って いか
な る場合 に関連性 が あ る といえ るのか は重要 な問題 であ る。 関連性 の有
無 の判断如何 に よ って、人権 法 の実効 力は左 右 され る こ とに な る。 これ
に関す る判例 の蓄積 が待 たれ る ところであ る99。
(3)人権 法 の効力の範囲:公 的機 関の範囲
「被 害者」 が どの よ うな場 合 に、誰 に よる侵 害 を権 利侵害 として主張
で きるのか に密接 に関 わ るのが、公 的機 関 の定 義 であ る。 人権 法が この
点 につ いて特別 に規 定 してい るの は、① 裁判所 お よび審判所、② 任務 の
性質が公 的性質 を有す る者 であ る(た だ し当該 行為 の性 質が私 的 な場合
に は公的機 関 ではない)。両者 が公 的機 関 に含 まれ るこ とだけで(6条3
項)、公的機 関全 般 につい て定義 して い るわけ では ない。内務 省 は、公的
機 関 として、政府省庁 、地方 自治体、 警察 、移 民審査 官、刑務 所職 員、
検察 、裁判所 、公 的機 能 を行使 す る個 人等 を列挙 す る。 そ して具体例 と
して、民間警備 会社 が刑 務所 囚 人を護 送す る場合 は、公 的機関 で あるが、
スーパー マー ケ ッ トを警備 す る場 合 は該 当 しない とす る100。
他 方、議会 お よび議事 手続 は人権 法 の対 象領域 では ない(6条3項)。
よって この 点で も、議 会主権 の貫徹が はか られてい る。しか しECHRに
おいては、議会 も審査対 象 とな るこ とに留 意すべ きで あ る。 よって ス ト
ラスブール で しか争 えなか った問題 を国内で争 え るよ うにす る とい う本
法 の 目的 は、議会 自身につ い ては実現 されて いない こ とにな る101。
公的機 関 の範 囲 を定め る上 で、② の解 釈 は最 も問題 となろ う'02。現 時
点 で解釈 の指針 として念頭 に置か れ るべ きこ とは、 第一 に、 ヨー ロ ッパ
人権裁 判所 自身、加 盟 国の責 任 につ いては消極 的責任(国 家か らの 自由
の保障)の み な らず、積極 的責 任(国 家に よ る自由の保 障)を も肯定 し
てい る103。第二 に、人権法 の 目的 は、あ らゆ る法律 をECHRお よび 同判
例 に適合 させ るこ とであ る。 この点か ら も狭 い解 釈 よ りは、広 い解釈 の
方 が、親和性 が あ る。
公 的機 関 に裁判 所 お よび一 定 の審 判 所 が含 まれ る こ との影響 と して
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は、第一 に裁 判所 の理 由付 けreasoningに及ぼ す影響 で あ る。判 決 や決定
が条約上 の権利 に適合 す る よ うに行 なわ れなけ れば な らない とす れば、
当然 、 当該 判 決や 決 定 の基礎 とな る理 由付 けの 点 で条約 上 の権 利 は、
ECHR判 例 法 の影響(先 例拘 束性が 厳格 では な く、 よ り目的 的解釈 的 で
あ る)を 受 け るこ とにな る。 第二 に、裁判 所が付 与す る救済 も、6条1
項 に い う行 為 に該 当す るな らば、条約 上 の権 利 に適合 して付 与 され なけ
れば な らないはず であ る。
さ らに、人権法 の効 力 の及 ぶ範 囲の 問題 として、「条約 上 の権 利 」の「私
人間効 力」が 問題 とな ろ う。 イギ リスは、硬 性化 された高次 法 と しての
成 文 人権 規定 を備 えず、他 国 に比 して公法 ・私法 の 区別 が あ ま り明確 で
は なか ったの で、 人権 は、私 人が 国家権力 の濫 用に対 して主張す る権利
とい う意識 が比較的薄 い。 しか も元来 は、 人権 とい う権 利 と しての概 念
では な く、 「残余 」と しての 自由 と して把握 して きた とい う事 情が 存在 す
る。 そ こで、硬 性憲法 を備 える他 の諸 国にお いて盛 ん に議論 されて きた
私 人 間効 力の問題 は、あ ま り明確 に なって いなか ったlo4。しか し人権 法
の導 入 は、た とえそれが通常 法 と して導 入 され たにせ よ、 これ まで他 国
の憲 法論 にお いて議 論 されて きた問題が クロー ズ ・ア ップ され て くる。
す なわ ち人権 法 は、 もっぱ ら国家(公 的機 関)と 私 人 との間の 問題 を扱
うの か、 それ とも私 人間 の問題 に も適用 され るのか とい う点 であ る。
しか も、長期 間 に渡 ってECHRを 国内法化 しなか った こ とは、裁 判実
務上 、裁判所 を してイギ リスの コモ ン ・ロー をで きるか ぎ り、ECHRと
適合 す るよ うに解釈 す るとい うアプ ローチ も生み 出 して きた。 そ して こ
の アプ ローチ は、国家対 私 人の場 面 に制約 され る とい う認識 は存在 せ ず、
む しろ私 人間 の争 いに お いて も国家 対 私 人 の例 と区別 す るこ とな く、
ECHRが 考 慮事 項の一 つに入 れ ちれ て きた。
では、人権 法 においては この問題 は どの よ うに扱 われ るので あ ろ うか 。
人権 法 は、私 人間の争 いにお け る条約上 の権 利 の直接適用 を認め てい な
い こ とは明 らか で ある(同法6条1項)。 しか しなが ら、条約上 の権 利 に
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適合 す るよ うに行 動す るこ とが要 請 され る公的機 関の 中に、裁判 所お よ
び審判所 が含 まれ るこ とを明示 して い るこ と(6条3項(a))の意味 を見
逃 しては な らないぷ 。 コモ ン ・ローの領域 にお いて私 人聞で争われ る、
純粋 に私 的 な紛争 であ って も、裁 判所が 当該事 件 を扱 う際 に行 うイギ リ
ス法解釈 にお いて 、条約 上 の権 利 に適合 す るよ うに解釈 しなければ な ら
な い とい うこ とで あ る106。では、裁判所 は実際に どれ だけの こ とをな し
うるであ ろ うか。 コモン ・ローの正 当 な司法的発展 として正 当化 しうる
場 面 と、 司法 に よる立法 として正 当化 で きない場面 の境 界は どこに引か
れ るのか とい うこ とであ る107。議会 と裁判 所の関係 につ いて新 た な展開
が生 じる契機 を十分 孕ん でい る。 これにつ いては後 に検討 す る。
(4)不適合 宣言 と救 済命令 の実効性
実 際に は、不適合 宣言 は どの程度 の頻度 で出 され るこ とに なるだ ろ う
か108。そ して、 その不適合 宣言 を受 けて大臣 は救 済命令 をどの程 度 出す
こ とにな るだ ろ うか。大 臣が不適合 宣 言に よって立法修 正 を行 うのは 、
救 済命令 を出す 、や むにや まれぬ理 由 があ る場合 である(10条2項)。よっ
て、不 適合 宣言 が出 たか ら必ず救済命令 を出さなければな らない わけ で
は ない。 しか も内務 省作成 の省庁 向けの ガイダ ンスにおいては、通常 の
場合 には 、新 たな第一次立法 を導入す る方が望 ま しい と述べ てい る109。
よって、 救済命令 は非常 に例 外的 な措 置 と考 え られ よう。 そこで実際 に
は、裁 判所 は どの程 度積極 的 に不適合 宣言 を出す か、お よび政 府は不適
合宣 言 を どの程度 尊重す るか、換 言すれば、 どの程度積極 的に立法修正
を行 うかは、実 際の運用 に任 されて い る。 とりわけ政 府の示す態度 は、
将 来の裁 判所 の姿勢 に も影 響 を及ぼす。政府 が不適合 宣言 を尊重 し、か
つ適 合性確 保 に積 極的 になれ ばな るほ ど、裁判 所 も不適合 宣言 を行 いや
す いが、 その逆 の場合 には、裁判所 は宣 言 を出す こ とに慎 重に なるであ
ろ う。 また、 た とえ出 して もまった く実効性 を有 しない こ とに な る。 そ
れは さ らに裁 判官の 消極 的 な姿勢 を招来 しよう。他 方、大 臣に よる立法
修 正 拒否 が、司法 審査judicia!reviewの対象 になる とすれば、司法 審査
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において、再度 、 人権法 を援用 で き るこ とに な る。 とす れば大臣が裁 判
所の不適合 宣 言 を全 く無視 す る こ とも考 えに くい。
こ れ らは実 際 に 制 度 が 実 施 さ れ なけ れ ば 多 くの こ とは わか らな
い110。しか し行政 府の従 来の動 向お よび行政 府 とい う機関 の性 質か らす
れば、 ヨー ロ ッパ 人権裁 判所判例 の最 終判 断 を まつ 、あ るいは、少 な く
ともよ り上位裁判 所(貴 族院)の 判断 を待 ってか ら行 動 に移 す とい う結
果 も想定 で きよ う。 人権 法 自体 には、裁判所 お よび行 政府 が積 極的 に取
り組 まざるを えない ような措 置は用意 してい ない。 運用 の仕 方次 第 とい
う点 では、裁判所 お よび政 府 の裁 量 を広 く認め る こ とを可能 にす る実施
措 置だ といえ よ う。よって、権 利侵 害 を申立 てた個 人の観点か ちすれば、
非常 に不 満 足な結果 に終 わ る可能 性が あ る111。さらに、権利侵 害 を訴 え
る場合 に、 どの よ うな訴 え を、 どの裁判所 ない し審判所 に行 うのが最 も
適切 か とい うこ とも、今後模 索 されて いか なけ れば な らない112。こ う し
てみ ると、現段 階 では、個 人の権 利 の救 済 とい う観点か らは、 わか りや
す く、実効的 な手段 と言 え るかは疑 問であ る。 現段 階 では、結果 に関 し
て予測 が立 た ない以上、 お金や 時間 の余裕 の ない一般 市民 に とっては、
専 門家や 運動 団体 の支援 な しには、こ うした訴訟 を起 こす こ とは難 しい。
その点 で一部 の論者が 危倶 す る、お金 と時間 に余裕 の あ る富裕 者 または
企 業が利用 す るだけに なって しま う可能性 もない とはい えない113。
⑤ 条 約適合性 を確保 す るその他 の手段
人権 法の 審議過 程 よ り提案 されて いたのが、議会 内 の合 同人権委 員会
aJointParliamentaryCommitteeonHumanRightsおよび人権委 員
会HumanRightsCommissionであ る。前 者の設 置は、1998年12月に表
明 され、確実 となった。 任務 の詳細 は まだ明確 に され てい ないが 、 イギ
リスにおけ る人権 問題一 般 の調査 、人権法10条に基づ く救済命令 の審査、
条約上 の権 利 との抵 触が問題 とな る法律 草案 の検 討 お よび人権委貝 会設
置の検 討が予 定 されてい る。他 方、 人権委 員会 の設 置は、労働 党 の討 議
文書BringingRightsHomeの段階 では前 向 きに扱 われて いたが 、既 存
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の委 員会(機 会 均等委 員会 お よび人種 平等委 員会)と の調整関係 等か ら、
今 回の人権法 にお いては見送 られ た。 しか し、 その設置 は今後 も継続的
に検 討 され る予定 であ る(と りわけ前者 の合 同人権 委 員会 にお いて)114。
NGO、 と りわけIPPRI15の出 して いた案 では、政府 か ら独 立 した人権 委
員会 が、 人権 の維持促 進 を実際 に図 る上 で重 要 な役 割(と りわけ人権 問
題 を調査 し、 それ を議会 ・政府 に建議 してい く実際 的活動 を担 うとい う
意味 にお いて)が 期待 されて いた。 また、 パ リ原 則(1993年国連総会決
議)の 見地か ら、国 内の人権委 員会 の設置 は、国際 的に も要 請 されてい
る。今 後の議論 が期 待 され る。
他方、 下位裁判 所 は不適 合宣 言 を出す こ とがで きない とい う点 につ い
て は見直す必要 が あ る。現在 の人権法上 、下位 裁判所 が と りうる選択 は、
議会法 を条約上 の権 利 と適合す るよ うに解 釈 ・適 用す るだけであ る。 そ
うで きない場合 には、議会 法 を適 用す る しか ない。 しか しなが ら、実際
に は、下位 裁判所 が不適合性 を発 見 した場合 に、判決 におけ る理 由に お
い て そ の こ とに 言 及せ ざ る を え な い の で は な い か とい う指 摘 が あ
る116。この場合 には、大 臣の救 済命令 を発動 させ るこ とには な らないが、
法律 を修正 す る事実 上 の圧 力 として働 くこ とに なる。他 方、下位裁 判所
にお け る適 用 ・解釈 に関 して は別種 の 問題 も存 す る。 す なわち下位 裁判
所 の裁判 官は、 どれ だけ条約 の こ とを知 ってい るか とい う問題 であ る。
ECHR国 内法化論 の中 で、下位裁 判所の裁 判官 は条約 の こ とな ど全 く知
らないので、 いわんや解釈 ・適用 な ど期待 で きな い とい う反論が 存 して
いた。一 方、条約上 の 問題 を含 む場合 には、上位 裁判所 に付託す る とい
う提 案 もあ った117。 ・
⑥ 将来 にお け る、 イギ リスお よびス トラスブール での人権 侵害 の訴 え
まず、 人権 法 の実 施 は、 国 内裁 判所 におけ る人権 を争 点 とす る事件 を
増加 させ るはず であ る。公 的機 関 を広 く解 すれば す るほ ど、 また公 的機
関の 中に裁 判所が含 まれ る点か ら私 人間の争 いにお いて も人権が解釈 原
理 として影響 す るので、 人権法 を援用 で きる可能性 は非常 に広 い118。で
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は、 国内法化 は、 ス トラスブー ルにお け る事件数 な らびに敗訴件数 を減
少 させ るだろ うか。国 内法化 に よって、ス トラスブール まで行 かず とも、
国 内にお いて よ り効果 的 な救 済 を得 られ るよ うにす る とい う目的の背後
に は、 「汚 れ た洗濯物 」 を何 も国外(国 際裁 判所)で 洗 うこ とに よって、
イギ リスの名声 を損 なわ な くて もよいでは ないか とい うニュ ア ンス も存
在 してい たll9。この点 につ いては、国 内法 化の有無 とス トラスブー ルへ
の事件数 とは必 ず しも直接 的関連性 が ない とい うこ とを指摘 してお きた
い120。第一に、ECHR締約 国のほ とん どはECHRに 国 内的効 力 を認め て
い るわけだが、事件 数 ・敗訴件数 は、 まさに締約 国に よって様 々であ る。
第二 に、国 内におけ るECHRの 周 知度、提 訴 を支援す る団体や 法律家 の
存在 が、 ス トラスプー ルへ の道 を利用 す る頻 度 を決定 す る重要 な要 因で
あ る。 よって条約 の国 内法化 は、 む しろ条約 の存在 を国民 の間に よ り広
め るこ とにな る。 しか も国内 での同条約 の援 用に よって望 む結 果が得 ら
れ なか った被 害者 は、 ヨ 一ーロ ッパ 人権 裁判所 で再 度挑戦 してみ よ うと考
え る可能性 があ る。
他 方、 人権法 の効果 的実施 とい う観 点か ら、 人権 法上 の権 利 に関す る
訴 えにっ いては、 その訴 えの重要性 ・公共性 とい う観点 か ら、 法的扶助
LegalAidを特 別 に認 め る とい う方策 も選 択 で きた はずで ある。これは、
制定審議 中、実務 家 に よって問われ た点 であ る。 しか し、 人権法 に対 し
て法的扶 助 の面 で特別 扱 い をす る ような措置 は とられ なか った。しか も、
実際上 問題 とな るの は、不適合 宣言の場合 であ る。 この場 合 には、 条約
上 の権 利 違 反 を訴 えた一 方 当事 者 は、裁 判上 は勝 訴 で はな いか らであ
る121。
(7)人権 法の導入 の仕 方 に関 す る問題
本法 は イギ リス法全体 に対 して重大 な インパ ク トを与 え るはず だが、
十分 な事 前準備 が行 われて いるであ ろ うか。 とりわけ、 どの よ うな内容
の国 内法化 を どの よ うな方法に よって行 うか とい うこ とに関 して、十分
な協議 が行われ、 それが 人権 法 の内容 に反 映 され てい る と言え るであろ
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うか122。十分 な協議 な しに導 入 を こころみ るこ と自体 、同法の実効 性 の
実 現 を不 当に損 ないかね ない。 実 際に どの よ うな結果が 生 じるか は、 ま
さに実際 に実施 され てみ なけ れば わか らない。 ただ、 どの よ うな結 果が
生 じるか を予測 す る上 で、 カナ ダの経験 は示唆的 で ある。 中 で も興 味深
い点 は、 第一 に、権 利 お よび 自由 に関す るカナ ダ憲章が制定 され たの は
1982年であ るが、1985年の 時点 ではす でに500件以 上の事件 にお いて同憲
章 が争点 となった とい う報告 であ る123。第二 に、連邦お よび州政 府 が、
独 自に または訴 訟の結果 として、憲章 に適合 す るよ うに制定 法の改正 を
行 ったこ とで あ る124。第三 に、1990年の世論 調査 に よる と、90%のイギ
リス系 カナ ダ人お よび70%のフ ランス系 カナ ダ人が、憲章 につ い て聞い
た こ とが あ る と答 え、 その うちの相 当 多数 が 「憲 章は カナ ダに とって よ
い もの だ」 と答 えてい る125。しか も回答者 の うち60パー セ ン トは、法律
が 憲章 と矛 盾す る ときには、立法 府 ではな く、司法部 こそが最終 判断権
を有 す るべ きだ と してい る126。
では、 イギ リスに おけ る人権 法は、 カナダ憲章 が生 み 出 した よ うな状
況 を出現 させ るであ ろ うか。 現 時点 では、省庁 や裁判所側 は、 どの よ う
な義務 を負 うこ とに な るのか、条約 違反 とな るこ とを回避 す るために 、
と りわけ どの よ うな点 に注意 を払 わ なけ れば な らないのか とい う点に関
して、相 当真 剣 な取 り組 みが行 われ てい る。 とりわけ、今 回の 人権 法 の
提 出省 であ る内務 省HomeOfficeは、 人権部HumanRightsUnitを設
置 して、人権 法実施 面 におけ る推 進役 を務 め てい る。他 方 、大法 官府 は、
裁 判 官 の研修 やECHR判 例 法 に関 す るコン メン ター ル作成 を進 め て い
る。今 回の国内法化 に際 して、政 府 は500万ポ ン ドの予算 を裁 判官 の研 修
プ ログラム等 の ため に計上 して い る。他方、 人権 法の実施 を支 援 す るた
め に人権 特別 専 門委 員会HumanRightsTaskForceも設置 され た。 そ
の メンバー の中に は、 これ まで権利章典 案 を作 成 し、条約 の国 内法化 を





IncorporationProject(FrancescaKlug)らが メンバ ー であ る。 さらに
これに加 えて検 察、警察 お よび地方 公共 団体 か らの代 表 も出席 してお り、
公的機 関 の中で もこれ らの セ クシ ョンにおけ る人権 法 の影響が と りわけ
心配 され てい るこ とが うかが え る。現在 、数度 に渡 って、会合 を もち実
施 の実効 性 を高め るための協議 ・提 案 を行 って い る127。これ らは いずれ
も内務省 の実際 の活動 に反映 されて お り(た とえば内務 省が 出 して い る
公務員 向け ガ イダンスお よびパ ンフ レ ッ ト)、政 府機 関 とNGOと の 緊密
な協 力関係 が うかが え る。 一方、 一部 の実務 家 お よび人権NGOの 間 で
は、 どれだけ、 どの よ うに使 え るものか とい う点 で、関心 と期待感 が存
す る。他 方、す でに実体 的権 利 に対 す る修正 の点 で指摘 したよ うに、教
会 とジャーナ リス トの警戒 感 は突 出 してい る128。
しか しなが ら、人権法 に対す る国民全般 の関心 に関 しては、 人権 法が
まさに一 人一人 の権 利実現 を 目的 とす るに もかか わ らず、 国民の重大 な
関心事項 の一つ と言 え るか は疑問 であ る。 これ に付 随 して、今 回の導入
の仕 方 に内在す る問題性 も指 摘 してお きたい。確 か に、 同法 は 人権法 の
名称 を有 す るが、 この文書 を読ん だ人間が、 「人権 」法 としての印象 をた
ちどころに受 け る こ とは難 しい。 とい うの も、 こ うした人権文 書 につ き
ものの 基本 原理や 基本精 神 を謳 う前文 もな く、い きな り条約上 の権利 と
はECHRの ○条 か ら○条 で あ る とい う条 文番 号 の羅列 に始 ま る。実体
的権 利 は、本 法最後 に付則 と して よ うや く出て くる とい うス タイル であ
る。他 国の権 利章典 と比較す れば不思議 な権 利章典 であ る。 そ もそ も権
利 章典 と呼ぶべ きでは ないのか もしれ ない。 お よそイ ギ リス ら しい導 入
の仕 方 とい うべ きであ ろ うか。
199
























































第 四に、仮 に 人権法 に おけ る解 釈 原理 の採用 が、事 実上 の硬 性化 の問
題 を随伴 す るもの であ るな らば、他 国の違 憲審査制 度にお いて問題 にな
る論点 が、 イギ リス裁判所 にお いて も生 じるこ とが考 え られ る川。 その
一例 として、遡及効 の問題 を考 え るこ とが でき よう。 遡及効 の問題 は、
違 憲判決 の効 力が過 去 に向か って一 般的 に遡及す る と考 える場合 と、事
件 当事者 には効 力が及 ぶが過 去 には遡及 しな い とい う考 え る場合 の二類
型 を想定 で きる。 そ して後者の立場 に立つ として も、権 利 ・自由の保 護
に な る場 合 に は、効 力が遡 及す ると考 え ることは で きるの であろ うか。
具 体 的に は、仮 に、あ る法律 の下 で取 ちれて いた解釈Aに よって有 罪判
決が 出 され て いた とす る。 ところが、人権 法 の制定 に よって解釈Aは 人
権 法上 の権利 違反 となるこ とか ら当該解 釈 は許 され な くな り、新 たな解
釈Bの 下 で無 罪判決 が 出 る よ うに なった とす る。解釈Aの 下 で有 罪判
決 を受 け た者 が、も しも新 しい解釈Bの 下 で裁判 を受け ていたな らば有
罪判決 を うけ るこ とは なか った と考 え られ る場合 には、 当人の有 罪判決
に も効果 が遡 及す るこ とが認 め られ るの であろ うか。
最 後 に、今 回の 人権 法は、法 的に は硬性化 され てい ない とされ て も、
人権 法が保 障 す る権利 、す なわ ち人権 と しての特性 か ら、事 実上、上位
法 または最 高法 的性格 ・機 能 ・権 威 を帯 び るこ とにな る可能性が あ るこ
とに も留 意 してお きたい。 それは、 「議会主権原理 を 「克服 」し、「人権」
を司法的 に保 障 しよ う とい う、現代 立憲主義 におけ る流れの一つの転 換
を意 味す る もの であ ろ う132」とい うよ うに評価 で きるだろ うか。 さ らに
は、 国際 人権保 障 の発展 とい う観 点か ら、 イギ リス議会が受 けて いる挑
戦 で あ り、 まさに受 け入 れ ざる をな いほ どの効 力 を国際人権 法が有 して
い る と評価 で きるで あろ うか。 これ らに対す る答は、制度 の運 用、 と り
わけ裁 判所 に よ る人権 法の実 施如何 にかか ってい る。 そこで、次に 国内
裁 判所 に よ るECHRの 解 釈 ・適 用 につ いて検 討す る。
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② コモ ン ・ロー とヨー ロッパ 人権 条約=国 内裁判所 に よるヨー ロッパ
人権条 約の解釈
これ まで 国 内裁 判 所 に お い て は、 イ ギ リス法 が 保 障 す る人 権 団 と
ECHRが保 障す る人権 は同一 であ る との推定が 支配 して きた。そ して、
ECHRの 解 釈 ・適用 は国 内法上 の義務 では ないだけ に、 この推定 が厳密
に問 われは しなか った(ECHRに 関心 の あ る一部 の裁判 官が、一般 論 と
して言及す るに とどまってい た)。しか し実際 に国内法化 され た以上 は、
上記 の一般 的推定 は、個 々の具体 的 な権 利 にお いて吟 味 され なければ な
らない。 コモン・ローがECHRの 観 点か ら再解釈 された際の イ ンパ ク ト
は、途 方 もない ものに な るはず だ とも言 われて い る134。
そ もそ も、国内法化の 目的 は、 お金 と時 間 をか けて ス トラス ブー ル ま
で行 か な くて も、国 内にお いて救 済が得 られ るよ うにす るこ とであ る。
とす る と、 これ を実現す る前提条件 は、 イギ リスの裁判官 が、 ス トラス
プー ルの裁判 官 と同 じよ うにECHRが 解釈 ・適用 で きることであ る135。
イ ギ リスの裁 判官が行 う解 釈 ・適用 が ス トラスブー ルの もの とは異 なる
のであれ ば、国 内裁判所 に おいて救済 を得 られなか った被 害者 は、 さ ら
に ス トラスプー ルに行 くだ けだか らであ る。 しか も、条約 の国 内的救済
原則ゆ えに、国 内法化 は、か えって 申立 人の 負担 を重 くす るこ とに もな
りかね ない(国 内法化 後は、 国 内的救 済 を尽 くした と主 張す るには、 国
内裁判所 にお いて人権 法 を援 用 しておか な らなけれ ば な らないのが一般
的 であ ろう136)。そ もそ もECHRの 国 内法化 ない し新 ・権 利章典 の制定
に反対 す る有力 な根 拠の一つ が、 イギ リスの裁判官 は一般 的抽 象的権 利
規定 を解 釈 ・適用 す る能 力に欠け てい る とい うこ とで あった以 上、杞憂
とは言 えない137。もっ とも、裁判 官に対 す る信頼 とい う点 では、 また、
裁判 官側 に おけ る新 しい 「世代 」の登場 とも相 挨 って138、元来 展 開 され
ていた、非常 に ドグマ テ イ ックな裁 判官不信 論 は影 をひそめ て い る。 し
か も、1990年代 にお いて は裁 判 官の 間 に もECHRの 国 内法化 支持 者 が
現 れてい る。 とすれば、 ここで検討 すべ きこ とは、人権法 の導入 に よっ
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て、 イギ リス の裁 判官 は、 その能 力や性格 か ち対処 しえない 困難 な任務
に直面す るのか ど うか を具体 的 に考 察 す るこ とであ ろ う。
では、実 際 には、 イギ リスの裁 判官 は どの よ うな問題 に直面す るこ と
が考 え られ るであ ろ うか。 条約 自体 は一般 的抽象 的文言 であ るだけ に、
当該 条文 が実 際 に は どの よ うな権 利 を保 障 して い るの か は、判例 法 に
よ って よ り明 確 かつ 具 体 的 に され よ う。 中で もっ とも重 要 なの は ヨー
ロ ッパ 人権 裁判所 の判決 で あ る139。これ をイギ リスの裁判所 が考 慮 す る
場 合 に、 次の ような問題 が指摘 で きる。
第一 に、 ヨー ロ ッパ 人権 裁判所 判決 自体 が現在 で は膨大 な数に のぼ っ
て い る上 に、 その数 は さ らに急 増 しよ う。 イ ギ リスの裁判所 に とって、
考 慮 に入れ るべ き どの よ うな ヨー ロ ッパ人権裁 判所判決 が あるか を継続
的 にフ ォロー ・ア ップす るこ とは相 当の負担 となるはず であ る。 しか も
2条1項 は閣僚 委員会 の決定 も考 慮事項 として列 挙す る。 しか し閣僚委
員会 の決 定 は さらに理論 上お よび実務上 困難 な問題 を提起 す る。 第一 に
ヨー ロ ッパ 人権 裁判所 や ヨー ロ ッパ 入権 委 員会 とは異な り政治機関 とし
て の閣僚 委員会 の行 う決 定 につ い ては、 前者 に向け られ るよ うな学 問的
整理 が なされ て いない上 に、 その数 自体 は膨大 な ものであ る。 もし もイ
ギ リス裁判所 は真剣 に閣僚委員 会 の決 定 を考慮事 項 として取 り扱 った な
らば、非常 に厄介 な任務 となろ う。 また、2条1項 が列挙 していな い、
判決や 意見 中の反対 意見 につ い ては どの ように扱 うのか とい う問題 もあ
る140。
よって、効率 的かつ正確 な援 用 を可能 にす るため には、組 織的準備体
制 が必要 不可 欠 であ る。現在 、大 法官府LordChancellor'sDepartment
は、裁判官 の ため のマニ ュアル と トレー ニ ン グ ・プ ログラム を準備 中で
あ る。 同時 に、 これ は条約上 の権利 を援用 す る当事者側 に も同 じこ とが
言え る。ECHRが一定 の専 門分 野 として確 立 され るこ とが必要 に なるは
ず であ る。現在 、ECHR機 構 に事件 を提 起 して い る弁護士 の存在 は重要
であろ う141。人権法実 施 を控 えて、様 々 な形で法律家 に対 す る研修 プ ロ
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グラム、 シ ンポ ジウム、 ワー クシ ョ ップが行 われ て いる即。
さらに は、上記 の点 に付 随 して、従 来 よ りも強 力 な権 限 を裁 判所 が有
す るこ とにな る以上 、裁判 官の選定 ・任命 ・昇 進過程 にお け る公平性や
機会 の平等 が よ り一 層 問題 に され なけ ればな らないはず であ る143。
第二 に、 ヨー ロッパ 人権裁 判所判例 の解釈 原理 とイギ リス国 内判例 の
解 釈 原理 との相 違 点 であ る。 異 な るアプ ロー チの 存在 につ いては、 ヨー
ロ ッパ人権裁 判所 もイ ギ リス裁判所 も認め てい る144。ただ、これ まで は、
ア プ ロー チは異 な って も同 じ結論 に到達す るの だ とい う説 明 を行 って き
た145。この点 に関 して、内務 省 のガ イダ ンス も、次の よ うな相 違点 も し
くは イギ リス国 内判例 にはな い点 を指摘 しつつ、今 後は、 ス トラスブー
ルの解釈 原理 に従 うべ きと してい る146。
①厳格 か つ形式 主義的解釈 よ りも、広範 な緩や か な解釈 をすべ きで あ
る147。
② ス トラスブー ル裁判所 は、何 が 問題 か につ いて実 態 と現実 を観 察 し、
権 利 に対 して実際的 かつ実効 的解 釈 を与 えよ うと努め て いる。
③ 条約 は 「生 きた文書alivinginstrument」であ る。条約 は現時 点の
状 況 に照 らして解釈 され なければ な らない。社 会お よび価値 観 は変
化 す るもの で あ り、ス トラ スブー ル裁判所 は、条約 を解釈 す る際 に、
当該変 化 を考 慮 に入れ る。 その際 に、共通 の ヨー ロ ッパ基 準148があ
るか ど うか るよ うに気 をつ け る。
④ ス トラス ブール は、評価 の余地marginofappreciation理論 を採 用
してい る。
よって、 イギ リスの裁 判所 は、個 々 の ヨー ロ ッパ人権裁判 所判例 だけ
で な く、 ヨー ロ ッパ 人権 裁判所 が一般 的指針 として発展 させ て きた解釈
原理 を も考 慮 に入れ なければ な らない とい うこ とで あ る。 では、 こ うし
た解 釈原理 は、 イギ リスの裁判所 に とって容 易 に採 用 で きる もの であ ろ
うか。 た とえば、 ヨー ロ ッパ 人権 裁判所 は、CosseyvUnitedKingdom
にお いて、「通常 は、裁 判所 は裁判所 自身の先例 に従 い、これ を適 用す る。
205
そ うす る こ とは、法 的確 実性 お よびECHR判 例 法 の秩序 あ る発展 の た
め に な る。 しか し他 方 で裁判所 は、 逸脱 す る適切 な理 由が存在 す る場合
には、過 去の判決 か ら逸脱す る 自由 を留 保 して いる149」と述べ て いる。
逸脱 が正 当化 され るの は、 条約 の解釈 が、社 会の変化 を反映 し、現時点
の状 況 に適 合す るこ とを確保 す る必要性 であ る(上 記 の内務省 ガ イダン
ス③ に相 当)。ヨー ロ ッパ 人権 裁 判所 の条 約解釈 、そ してそれ に基づ き出
され る判決 が この ような性格 を有 す るもの であ る とすれ ば、 イギ リスの
裁判所 は ヨー ロ ッパ 人権裁判 所 の過 去の判例 を忠実 に解 釈 す るだけ では
不十分 とい うこ とにな る。 しか しいっ の時点 で どの よ うな変 化が社会 に
生 じたのか を判 断す るこ とは そ もそ も容 易 ではない上 に、 その よ うなア
プ ロー チは本 来 イギ リスの裁 判所 には馴染 みが薄 い もので あ る。 それ だ
けに、 想像 以上 に混乱 を招 くもの となるか もしれ ない150。他 方、従 来の
イギ リス法流 のアプ ロー チ を踏襲す るな らば、国 内法化 の インパ ク トは
半減 す るだけ でな く、再 度、 ス トラ スブー ルにて条約違 反判決 を喫 す る
可能性 は依 然 と して 高い とい うこ とに なる。
一 方、解釈 原理 の なかで も、 ヨー ロッパ 人権 裁判所の 「評価 の余地」
理論 につ いて、 国内判例 に その まま導 入 で きる と考 え るので あれば非常
に問題 であ る。最 近、 国内裁判 所がECHRを 参照 す る際 に、 この「評価
の余地 」理 論 を用 いて、権 利の制約 を認 め る裁判所 の結論 を補 強す るこ
とが 多いか らで あ る151。しか し、 ヨー ロ ッパ 人権 裁判所 が「評価 の余地 」
を用 い る根拠 と、 国内裁判所 が 国内機 関(特 に行政機 関)の 裁 量 を判断
す る際 の根拠 は違 うこ と、 よって国内裁 判所が上 記の場面 で ヨー ロ ッパ
人権 裁判 所 の 「評価 の余 地」理 論 を用 い るこ とは、適 切 では ない こ とを
指摘 しておか なけれ ば な らない。条約 にお け る 「評価 の余 地」理論 を認
め る根拠 は、 第一 に、条約機構 は、 人権 を保 障す る国 内制 度 に対 して補
充的 な もの であ るこ と、 第二 に、評 価 に際 して、国 内当局は、権利制 約
を必要 とす る事 情の正確 な内容 と、 当該事 情 に釣 り合 う 「制約 」 ない し
「刑 罰」の 「必要性 」 に関 して意見 を形成す る上 では、 国内 当局の方 が
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国際機 関の裁判 官 よ りもよ り適切 な立場 にあ る、 とい うものだか らであ
る。 第二 の点 では、 国際機 関の裁 量 と国 内機 関 の裁 量 の類似性(誰 が判
断す るのが適切 か とい う観点 では)が 認 め られ る と して も152、第一 の点
は、国内機 関の場合 に あては まらない。 しか も第二 の点に して も、裁量
が どの よ うな根拠 に基づ い て、 どの程 度認 め られ るか は、個 々 の検 討が
必要 であ る153。
第三に、仮 に イ ギ リスの裁判 所が ヨー ロ ッパ 人権裁 判所 の解 釈 原理 を
受容 す る とした場 合 に、 イギ リスの裁判 所 はその 内部 に二 つの相 反 す る
アプ ロー チ を抱 え るこ とに な らないの か とい う問題 で あ る。従 来の コモ
ン ・ロー ・アプ ロー チ と大 陸法型 アプ ロー チは 当面 同居 して いて も、一
国 内の法制 度 と しては、早 晩何 らか の形 での整合性 が確保 され る必 要が
あろ う。 とす る とどの よ うな シナ リオが描 け るであ ろ うか。 これ は まさ
に人権 法の運用 如何 にかか ってい るわけ だが、 第一 に、従 来 の コモ ン ・
ロー の 中に吸収 されて しま う(端 的 に言 えばECHRは イ ンパ ク トを一
切 与 えない)こ とが考 え られ る。 第二 に、 逆 に大陸法 型 アプ ロー チ に コ
モ ン ・ロー ・アプ ロー チが吸収 され て しま う方 向性 もあ る。 そ して 第三
に、 その折 衷的 なアプ ロー チが考 え ちれ よ う。 不適合 宣 言が実 際 に出 る
よ うな事 例 は全体 の1割に満 た な い とす れば154、大 陸法 型 アプ ロー チが
コモン ・ロー ・アプ ロー チ を吸収 して しま う とい うこ とは、実 際上考 え
に くい。 しか し、大 陸法型 アプ ロー チは全 く影響 を与 えな い と考 え るこ
とも現実 的 ではな い。 国 内法 化 され る以前 にお いてす でに イギ リスの裁
判所 はECHRの 影 響 を受 け て い る上 、 国内 法化 は裁 判官 に よって も支
持 されて い る。 よって、 もっ と も現実 的 な シナ リオは、現行 の コモ ン ・
ロー ・アプ ロー チの外観 を維持 しつ つ、実 際 には大 陸法 型(またはECHR
型)ア プ ローチが様 々 な形 で浸透 し始め る とい うこ とにな るの では ない
だ ろ うか。これ は、現 に、EC/EU法との関係 では始 まってい る155。しか
も、ECHRが 人権 に関す る抽象 的 ・一般 的規定 であ るだけ に、EC/EU法
以 上 にイ ギ リス法 に及 ぶ影 響 の範 囲 は広 い と言 え よ う。
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最 後に指摘 してお きたいこ とは、そ もそ もECHR上 の 人権 基準、と り
わけ ヨー ロ ッパ 人権 裁判所判決 は、 ヨー ロッパ社会 の最高 基準 では ない
こ とで ある。 む しろ ミニマ ム と考 えるべ き場合が 多か ろ う(評 価 の余 地
理論 に よって)。国内法化 されな い間 は、この点 は あ ま り問題 にな らない。
とい うのは国内法上 、ECHRが 法的効 力 を有 しない 間は、 申立人(被 害
者)は 、 国内基準 よ りもス トラスブー ルの基準 の方が高 い と予想 す る場
合 に、 当該 事件 をス トラスブー ルへ持 って い くこ とを考 え るか らで あ
る156。しか し、国内法化後 は、国 内機 関が、ECHR判 例 を根 拠 として、
国 内機 関 に よ る人権 制 約 を正 当化 す るこ とも考 え得 る157。ECHR60条
は、 同条約 が、締約国 の国 内法 または他 の 国際条約 に よって保 障 されて
い る人権 を制 約 した り逸脱す る もの として解 され てはな らない と規定 し
てお り、抽象的 レベ ルでは、 同条約 自体 の存在 が、 国内法上保障 され て
い る人権 の存在 を否定 した り保障程 度 を低 め るこ とは考 え に くい。 しか
し具体 的事 件 においては、その可能性 は否定 で きな い。この点に関 して、
国 内 人権 判例 とECHR判 例 との 関係 につ いて、個 々の権 利 ご とに理 論
的究 明が必要 であ る。指針 と して、ECHR機 構 の特 質か ら、国内基準 よ
りもス トラスプール基準 の方 が低 い場合 に は、 それ を もって国内機 関 に
よる人権制約 を正 当化す る根拠 として考 え るべ きでは ない。
以上 より明 らか なこ とは、 イギ リス裁 判所が直 面す るの は、人権 法 に
よって 国内法 に導入 され る人権 規定 を、コモン・ロー 流のや り方で解 釈 ・
適 用す るだけでは十分 では ない とい うこ とであ る。 だが、 イ ギ リスの裁
判 官 に とって決 して遂行不 可能 な任務 では ない と考 え る158。ECHRは抽
象的文 書 であ る と して も、現段 階 で は それ を具 体化 す る豊 富 なECHR
判例 法 が確 立 してい る。 イギ リスの裁 判官 に とって判例法 の存在 は重 要
な助 力 とな るはず であ る。
③ 人権 法の潜在的影響 力
人権 法 の成 立はECHRの 影響 力に相 当依拠 して い るこ とは明 白 であ
る。 では、 人権法 が条約 に対 して影響 を及 ぼす可能性 はあ るだ ろ うか。
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この点で、大法 官LordIrvineは興味深 い発 言 を行 って いる。す なわち
イ ギ リス裁判官 に よ るECHR解 釈 、そ してECHRに 関す るイギ リス国
内判例 法 は、他 の条約加盟 国 にお いて、 ひ いては ス トラスプー ルにお い
て も尊敬 をもって研究 され るだ ろ うとす る159。Lawsも、コモ ン・ローが
個 人の権 利 とこれ に対抗 す る公 的利 益 との 間 で はか って きた比較 衡 量
は、 ス トラスブー ル裁判所 判例 法 を活性化 す るであ ろ うとす る16e。もち
ろん、 こ う した見解 には、 イ ギ リスの今 回の 国内法化 は、遅れ た あげ く
に よ うや く行 ったの だ とい う、 否定的 ・消極 的 イメー ジを与 えない よ う
にす る とい う政 治的 意図や、 そ もそ も先 駆者 なのだ とい う自負が あ るこ
とは否め ない。 だが、今 回の 人権 法 は、ECHRの 文 言 をその ままイギ リ
ス国内法 とす るものであ る こ とを考慮 に入れ る と、示 唆的 な点 もある。
す なわち、 イギ リス裁 判所が解釈 す る人権 規 定は、 ヨー ロ ッパ 人権 裁判
所 が解釈す る人権規 定 と同 じで あ るとい うこ とか ら、 ヨー ロッパ人権裁
判 所や他 国に とって も参考 に しやす い とい う側 面 はあ るだろ う。 もちろ
ん、 この こ とは、他 国の国 内裁 判官 と比較 した場合 に、 イギ リスの裁判
官 は、 よ り直接的影響 をス トラスブー ル判例 か ら受 け る とい うこ とも意
味 してい る。
次 に、今 回の国 内法化が 、 イギ リスが い まだ国内法 化 してい ない他 の
国際 人権 条約 の国内法化 とい う点 につ いて も、一定 の影響 を及ぼす こ と
が考 え られ る。そ もそ も、Libertyその他 のNGOは 、権利章典 の案 を作
成す る際に、他 の 国際人権 条約 の内容 を も考 慮 してい た。歴 史的 に言え
ば 、 よ り最近 の人権 条約 で あれ ばあ るほ ど、 よ り現 代的 な問題性 に対応
してい るはずであ る。 これ らを一切 無視 した今 回の法案 は、不十分 な も
の であ る。しか し、ひ とた びECHRに 門戸 を開 くこ とは、他 の 国際人権
条約 の国 内法化 に とって も強 力な後押 しとなろ う161。ECHRを国内法化
したの だか ら、他 の 国際人権条約 だ って国 内法化 で きるし、 またその必
要 もあ るの ではな いか とい う議論 につ なが る。 さらに、 イギ リスは 自由
権規 約選 択議定 書 をい まだ批准 して いないが、 その批准 問題 も同 じく問
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題に な るはず であ る。ECHRを 国 内法化 した基本 方針か らす れば、自由
権 規約選 択議 定書 も批 准す る方が 自然で あ るし、両者 を区別 す る理 由は
考 えに くいか らであ る。
そ して、長期 的 な視 点 か ら、 イ ギ リス憲法 に権 利章典 が存在す るこ と
の象徴 的意味 を考 えて い く必要 が あろ う。ECHRの 国内法化 は、人権思
想一 般 の点 で も影響 を及ぼす こ とが考 え られ る。他方、権 利指 向アプ ロー
チの強調 に対 して、興 味深 い リア クシ ョンも登場 して い る。 た とえば、
Laws162は義務dutyとい う発想 を持 ち出 して きてい る。他 方 、現在、 イ
ギ リス政 府 は外 交政 策 の柱 と して 「人権 」 を掲 げ てい る。 この こ と と
ECHR国 内法化 とは直接関係 す るわけ ではない よ うだが、将来的 に関連
性 が よ り強 くな る可能性 は存在 しよ う。 とい うの も、仮 に他 国 に対 して
「人権外 交」 を行 う とい うの であれば、 その人権 とは何 で あるか は問題
に な ろ う。今 や、す くな くと もECHRを イギ リスの 人権 として、名実 と
もに他 国に も示せ るこ とにな るか らであ る。以上 を総合 的に勘 案す る と、
人権法 が、将来 的 には事実上 の憲法 的権 利章典 となる可能性(他 の 国際
人権 条約 の 国 内法 化 も含 め て)を 継 続的 に検 討 して い くこ とが で きよ
う。
小結
これ まで、1998年人権 法 に よ るECHRの 国内法化 を検討 す るこ とに
よって、国 内法化 実現 にお いてECHRの 果 た した役割 、今 後人権法 が及
ぼす あ らゆ るイ ンパ ク トにつ いて考 察す る ことに よって、 国際人権 条約
の一到達 点 お よび一 国家(イ ギ リス)の 一到達 点 を明示す るこ とを試 み
て きた。 そ こで、最 後 に、現 時点 での到達点 として、 どの よ うに評価 で
きるか をま とめて お く。
まず 、人権 法 自体 に対す る評価 であ るが、人権法 の インパ ク トは想像
以上 の もの と考 えるべ きであろ う。他方 、 人権法 の成功 は、 で きるだけ
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混乱 を生 じさせ ないで、ECHRを国内法 に統 合 す る能 力に よって評価 さ
れ る とい う見解 が あ る163。これは実務 的 な観点 か らす れば まさ し くその
通 りであ る。 しか しこれ まで指摘 した よ うに、 人権 内容、一 般 原理 、解
釈 ・適 用方法 の点 で大 きな違 いが あ る とすれ ば、 む しろ一 定の衝 突 ・混
乱 を顕在化 させ た方が、長期 的 な観点 か らは人権保 障 の確保 ・促 進 に よ
りつ なが る。確 かにECHRが 、イ ギ リス法 とは無縁 の特別 な概 念 であ る
(よって裁 判官、なか で も下位 裁判所 の裁 判官 には扱 うこ とが で きない)
とい うのは 「神 話164」であ るが 、 イギ リス法 とECHRは 同一 で あ る とい
うの も一種 の 「神 話」 で ある。 それに 目をつぶ って形 式 だけ ととの え る
ような国 内法化 は問題 を有す る。 端的 にい えば、国 内法化 を実施 す るに
あ たって よ り実質的 な手 当てが必要不 可欠 であ る。 その 点で は、 イギ リ
ス政府が行 ってい る実施措 置は相 当実 質的 な もの と評価 で きる一 方 で、
さ らにい くらで も改善 で きる部 分が あ る とい えよ う。
第二 に、ECHRの 国 内法化 に よって これ までの問題 が解決 され る、 と
りわけ ス トラスブー ルにおけ るイギ リス政 府の 困惑が解 消 され る と考 え
るこ とは楽天 的す ぎる。確 か に、国 内法化 は、 「人権 」を国内に おい て よ
り適切 に取 り扱 うこ とを可能 に し、かつ 「ス トラスブー ルの 『外 国 人裁
判官』の過度 の干渉 を阻止 す るに は165」格好 の手段 では あ る。 しか し、
同時 に、国内法化 は、国 内におけ るECHRの 適 切 な適 用 ・解 釈 とい う問
題 を生 じさせ るだ け でな く'66、これ まで以上 にECHRを 国 内 にお いて
広 め る契機 とな る。 しか も、 も しも国内裁 判所 にお い てECHRを 援 用
し、 しか し国内 では満 足の い く救済 を得 られ なか った な らば、 ス トラス
ブール で再挑 戦す るこ とを考 え るのは 自然の道理 であ る。 少 な くとも、
これ までス トラスブー ルに挑戦 して きた よ うな個 人な らば 、 この国 内法
化 に よって、 ス トラスブールへの道 を試す こ とは しな くな る とは考 えに
くい。 しか も、 イ ギ リスの裁 判官がECHR上 の 人権 を適切 に解釈 ・適 用
で きなか った ような場合 には、 なお さ らス トラスブー ルへ の 道 を検討 す
るであ ろ う。 よって今 後 も、 よ り一 層、 ス トラスブー ルへ の 申立 自体 は
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増加 しつづ け る と考 え るべ きで ある。 しか もその こ と自体 は決 して批判
的 にみ るべ きこ とでは ない。換 言す れば、重要 なの は、国 内法化 が、実
際 に どの よ うな手続 に よって実 質化 され るのか とい うこ とであ る。 とす
る と、既 存の憲法 原理 との関係 お よび実際上 の理 由か ら、提案 され て き
た様 々 な案 の 中で も必要 最小 限度 の 国内法化 に とどまった今 回の人権 法
案 は、 どれだ け実 効 的に働 くか は、 ひ とえに実務 上 どの よ うに運用 され
るか、その運用 の仕 方如何 であ る。と りわけ裁判官 が どこまでECHRを
解釈 ・適 用す るか、他 方、行政 サ イ ドは、 どこまでECHRを 考慮 に入れ
るか(こ の点 で さらに司法府側 の運用 が どこ まで影響 と して及ぶか が重
要 で あ る)が 、今 回の 国内法化 の実 質 的鍵 とな る。現時 点で は推測 の域
を越 えない もの の、この点 に関 しては、留 意すべ きこ とは、ス トラスブー
ルか らの影響 ・圧 力は今 後 も弱 まるこ とは ない とい うこ とであ る。 とす
ると、政府 も裁判所 も従 来の よ うな消極 的 な対応 を とるこ とは考 えに く
いであ ろ う。
他 方、ECHR自 体 の 高 い実効性 は 、国際人権 条約 と国 内憲 法の関係 に
おいて、 よ り実質 的 な影響 力 を観 察 で きる。す なわ ち、ECHRは 、締結
時 に条約適合義 務 を締 約 国に課 す だけ でな く、次 に個 々 の事件 に おけ る、
個 々の判決 の履行義務 を締約 国に課 して くる。 しか も、抽象的一般 的権
利規定 は、社会 の変化 に応 じて変化 発展す る もの であ る。個 人 申立制 度
を有 す るECHRに お いて は、 その こ とが個 々の事 件 の 中で問 われ て く
る。 それ だけに、締約 国の 負 って い る条約適合義務 の具体 的個別的 内容
も変化せ ざる をえない。つ ま り、個 々の締約 国にお いて もECHR上 の人
権保 障 を常 に維 持 ・促進 していか なければ な らない とい うこ とであ る。
締結時 にECHRと 適 合 す る よ うに 国内法 を改正 す れば それ で締約 国 の
義務 は終 了す るとい う もの ではない。 しか も、 よ り多 くの締約 国が その
よ うに考 える ようになれば な るほ ど、 人権 に関す る ヨー ロッパ社会 の共
通 基準 は上 昇す るこ とに なる。 その こ とは さ らに ス トラスブー ル機構 に
おけ る人権 基準 の上昇 を意味す るこ とにな る。 そ して、 それは再 びス ト
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ラスブー ルか ら各締 約 国へ 発信 され る。す なわ ち、ECHRに おい ては、
この循 環 は次 第次第 に上 昇 してい く環 で あ る。 この 流れ は、 まさに人権
の普 遍性 を現実 の社 会 にお いて実践す る試 み といえない だ ろ うか。 す な
わ ち、 人権 は 「国民」 の権 利 では な くて、 まさに 「人」の権 利 だ とい う
こ とを実 現す るこ とで あ る。
しか しなが ら、ECHRに お いて も、上 記の こ とが全 く手放 しでそ う言
えるわけ では ない。 む しろ東西冷 戦終結 後 の ヨー ロ ッパ にお いて、 その
真価 が問 われて い る。 メンバー は西側 ヨー ロ ッパ だけか ら、全 ヨー ロッ
パ(41力国)と な り、 人権 基準 も人権観 念 もよ り多様 な締 約 国 をこの10
年 ほ どの 間 に続 々 と迎 え入れ た ス トラスブー ル機構 は ま さに岐路 に立 っ
てい る。 だか らこそ、 国際 人権 法 と国内法 との関係 を単 な る相 互 関係 の
強弱 で と らえては不 十分 であ る。 人権 の特性(実 施 措置 まで含 め)か ら
帰 結 され る、国際 人権 法 と国 内憲 法(中 の人権規定)と の共生 関係具体
的に は前述 した人権 基準上昇 の 「環 」 と して把握 す るこ とに よって、両
者 の関係 をよ り発展 的 に把 握 し、国際 人権 保 障の実効性 を よ り高め るこ
とにつ なが る と考 え る。 そ してその よ うな実 践は、 人権 の 「普遍性」 の
内容 を、 後か ら充填 してい く試み で もあ る。
最 後 に、今 回実現 した人権 法の みな らず、 そこへ 到達 す るに至 っ た過
程 、そ してECHRの 到達 点 お よび到達 点へ の過程 を観 察 す る と、国際 人
権 条約 の実効性 確保 とい う点 では、 日本 の文脈 にお いて参 考 にな る点 は
何 であ ろ うか。まず、何 よ りも重要 なの は、個 人 申立制 度 の意義 であ る。
個 人 申立制 度 は、 ヨー ロッパ 人権 裁判所 を司法機関 と して、人権 救 済機
関 として性 格づ けて きた最 大 の要 因であ る。 国際 人権保 障 の発展 とい う
側面 か ち見 た ときに、 日本 に欠落 してい る条件 の最 も重要 な要 素 の一つ
で あ る。 それだけに 自由権規 約選択 第一議定 書の批 准 は、 まさに重要 な
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人で あ り、TheHumanRightsIncorporationProjectの中心 メンバー
として活躍、現 在、 人権 特別専 門委 員会 にお いて人権 法実 施の促 進 を支
援 してい るMsFrancescaKlug,Research・Fellow,King'sCollegeから
は、 まさに 多忙 な時期 にかか わ らず、非常 に有益 な示唆 お よび貴重 な情
報 をいただい た。 さ らに人権法 実施 に向 けて非常 に 多忙 な時 期 に もかか
わ らず 、Ms.AmandaFinlay,LordChancellor'sDepartmentおよび
Mr.MarkduPulford,HeadofHumanRightsUnit,HomeOfficeの
両 氏か らは、 人権 法実施 に関す る政 府側 の取 り組 みに関 して実 際的 な話
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を うか が っ た。 他 方 、 今 回 の 国 内法 化 に お い て 重 要 な 役 割 を果 た して い
るNGOの 方 々SarahSpencer(IPPR),AndrewPuddephatt(Charter
88),JonathanCooper(Justice)からは 貴 重 な時 間 と情 報 を提 供 して い
た だ い た。 さ らにKing`sCollegeのConorGearty教授 、Dr.Peter
Oliver,DrRobertWintemuteandDrAileenMcCallganからは 、 そ れ
ぞ れ の 専 門 で あ る、 人権 法 、 イ ギ リス公 法 、 ヨー ロ ッパ 法 、 労働 法 の 立
場 か ち貴 重 な助 言 と示 唆 を い た だ い た。 今 回 の 在 外 研 究 は 、 労働 党 政 権
誕 生 とほ ぼ時 期 を同 じ くして 渡 英 し、 国 内法 化 へ の 着 手 の 宣 言 、 白書 と
人権 法 案 の 提 出、 そ して1年 近 くに お よぶ 貴 族 院 な らび に庶 民 院 で の 審
議 、 そ して 法 案 成 立 に至 る ま で、 一 連 の 過 程 を現 地 で 観 察 す るこ とが で
き た こ とは非 常 に 幸 運 で あ っ た。 こ の よ うな 絶 好 の機 会 を い た だ い た こ
とに 関 して 、 この場 を借 りて 明 治 大 学 お よびKing'sCollege,Londonに
























1労働 党政 府が 展開 して い る憲法 改革 自体 に関 しては、RobertBlackburnand
RaymondPlant(ed.),ConstitectionalReform:TheLabourGlovemment's
ConstitutionalReformAgenda(1999),RobertHazel(ed.)Constitutional
Futures(1999).松井幸夫 「イギ リス憲法改革 と1997年総選挙 」島 大法学41巻
2号(1997)参照。
2ECHRの起 草 には、 イ ギ リス、政 府 は大 いに イニ シア テ ィヴ を発揮 した。 しか
し、その 意図 は イギ リスの優 れ た人権水 準 を他 国 に も享 受 させ る とい うこ とで
あ ったの で イギ リス 自身 はECHRの 批 准に際 して 自国 の国 内法 を改正 す る必
要 は ない(よ ってECHRの 国内法化 も不要)と 考 えてい た。興 味 深 いの は、
ECHRの 個 人の 申立権 と裁 判所 の義 務 的管 轄 に は、起 草過程 にお い て終 始 反
対 し、最 終 的に は政治 的理 由(他 の ヨー ロ ッパ 諸国 お よび コモ ンウェル ス諸 国
に対 す る政 治的体 面)か らこれ を認め た。 ただ しそれは両条項 が選択 的 であ る
こ とを条件 と してお り、イギ リス政府 が両条項 を承認 したの は1966年の こ とで
あ る。この承認 を行 ったの が労働 党 政権 であ った こ とも留意 してお きたい。同
条約の起 草 お よび批准 過程 におけ る詳細 な検 討につ いては、GeoffreyMar-
ston,"TheUnitedKingdom'sPartinthePreparationoftheEuropean
ConventiononHumanRights"421CLQ796(1993).
3これ までの論 議の概 略 につ い ては、江島晶子 「イギ リスにおけ る新権利 章典制
定 論議 一一 九 八 〇年代 の新 た な展 開 を中心 として」 明治 大学 大学 院 紀要26集
(1989)および 同上16頁註1で列 挙 した邦文文献 を参照 の こ と。膨 大 な英文 文献
の 中で中心的 役割 を果 た して きたの は、Lester,Scarman、Zanderらの著 書 で
あ る。最 近 ではLibertyおよびIPPRの権 利章典案 を列 挙で きよ う。後掲 註22、
27、31、50及び51参照。 なお、RobertBlackburn,TowardsACotcstitutional
BillofRightsノ'ortheUnitedKingdom(1999)は、権 利章典 制 定論議 に関 わ







Constitutionalism(forthcoming)(manuscriptat2).貴族 院 の 審 議 に お い て 、
LordKingsland議員 は 、「我 々 は 憲 法 の ル ビ コ ン川 を渡 っ たの だ 」と表 現 し て 、
こ の 法 案 が い か に 思 い切 っ た 英 断 で あ るか を 語 っ て い る。582HLDeb1298(3
Novemberl997).多くの 議 員 も 同様 の 見解 を 示 して い る。
5人権 法 に 関 す る 論 文 は 多数 発 表 さ れ て お り枚 挙 に い と まが な い(よ っ て 、こ こ
で は 人権 法 全 般 を 扱 う代 表 的 論 文 の み 列 挙 す るが 、個 別 的 論 点 に つ い て も 多 く
の 論 文 が 存 在 す る)。多 くの 実 用 的 な ガ イ ドブ ッ ク も続 々 と出 版 され て お り、実



















6イギ リス の 公 法 学 者 の 中 で も、他 者 に先 駆 け て、新 ・権 利 章 典 導 入 問 題 を 法 的
に分 析 し たJaconelliは、現 代 に お け る権 利 法 典 の 採 用 は 一 定 の 価 値(イ デ オ ロ
ギー)を 未 来 の 世 代 に ま で押 し付 け る こ とだ か ら、 国 家 の 独 立 時 で も なけ れ ば
非 常 に 困 難 で あ る と述 べ て い る。Jaconel!i,EnactingaBillofRights,The
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LegalProblem8(1980).同趣 旨の 見解 と して、 奥平康 弘 『憲 法』263頁(1981)
「基本 的 人権 の重要 な もの を掲 記 し、 これ に憲 法上特別 な保 障 を与 え る 『権 利
章典』制 定作 業 の よ うな ものは、 本来 は、 たいへ ん な政 治的力 量 を効 果的 に集
中す るの で なけ れば 、け っ してで きる もの で はない 」。
7少な くと も、労 働 党政権 は広 範 な改革 を 「憲 法改 革」 として認 識 して いる。
8ただ し、人権 の 普遍性 とい う点 では 、人権 の適 用領域 が拡 大 しただけ に(具体
的 には、国際 人権 条約 には、欧米諸 国 だけ でな く世 界 中の国が 参加 してい る)、
事 実 の レベ ル でそ うい えるか どうか は問題 で あ る。世 界人権宣 言50周年 を迎 え
て もなお、否、50周年 を迎 え たか らこそ この問題 が再 び問 い直 され るの は、宣
言 レベ ル では ま さに世 界 中の 国の承 認が得 られ た たに もかか わ らず、い ざ実 践
レベ ルに踏 み 出 してみ る と、人権 は普遍 的 であ る と宣す るだけ では問題 は解決
され ない こ とが痛 感 され るか らであ る。ただ、他 方 で、個 々の事例 におけ る実
践が あ らため て 「普遍性 」 の 内容 を充填 して い ってい るこ とに注 目したい。
9こう した動 向 を示 す一例 と して、DomesticImplementationoftheEuropean
ConventiononHumanRightsinEasternandWesternEurope,2All
EttrePeanHumanRightsYearboole(1992).そもそ も国 際人権 条約 の 実施は、
各締約 国 の国際 法上 の義務 で あ る。通常 、国際機 関に よ る実施措 置 は、補充的
性 質 もの と して とらえ られ てい る。
10第11議定 書の発 効 に よって、1998年11月、個 人が常 設の ヨー ロ ッパ 人権裁判
所 に直接 申立 で きる こ ととなった。しか も個 人 の申立権 の承 認 もヨー ロッパ 人
権 裁判所 の 管轄 の承 認 も、義務 的 となった。これ らは条約 の発展段 階 を如実 に
示す もの であ る。
11この点 につ いて は、 さ しあ た り江 島晶子 「ヨー ロッパ におけ る入権 保 障 シス
テ ムの発展一 ヨー ロ ッパ 人権 条約 第11議定 書調 印 を契機 と して1明 治大学短 期
大学紀要57号(1995)。なお、小 畑郁 「ヨー ロッパ新 人権 裁判 所の規 則」名 古屋
大学法政 論 集177号(1999)参照 。
12正確 に は、 イ ギ リス人 の権 利 を確 認 した1215年マ グナ ・カル タ、1689年権 利
章典 等 が 存在 し、現 在 で も効 力 を有 す るが、「人」と しての権 利 に関 す る権 利章
典 では ない。 〃
13ただ し東 西冷戦 終結 後 の東 中欧諸 国の場合 に は、西側諸 国の例 とは 異 なる考
慮 を要 す る。これ らの国 にお いて は、ECHRの 批准 の前後 に、国 内的立 法措置









15もっ と も、 比 較 的 最 近 加 入 し た 東 欧 ・中 欧 諸 国 は、 国 内 憲 法 の 人 権 規 定 の モ
デ ル と して ヨー ロ ッパ 人権 条 約 を 非 常 に 参 考 に して い るの で 、国 内 憲 法 の 人 権
規 定 と ヨー ロ ッパ 人権 条 約 は 非 常 に 類 似 して い る場 合 が 多 い。 そ れ に して も
そ っ く りそ の ま ま とい うわ け で は な い 。Cf.CouncilofEurope,TheRebM〃
OfDemocra¢y(2nded.,1996).
16fイギ リス で は 、 政 治 上 、 憲 法 上 の変 革 は 長 い時 間 をか け て 漸 進 的 に お こ な
わ れ た し、 自分 の 前 に 出 来 あ が っ た モ デ ル を も た な か っ た だ け に 、近 代 立 憲 主
義 の 諸 原 理 は 、経 験 的 な か た ち を と っ て 、 ま た しば しば 中世 立 憲 主 義 の 伝 統 を
復 活 させ る よ うな外 観 の も とに あ らわ れ た 」樋 口陽 一 『比 較 憲 法 』52頁(1992)。
17その典 型例 が ダ イ シ ー で あ り、 ダ イ シー が歴 史的 ・経 験 的 事 実 を 整理 して 提
示 した こ とに よ っ て イ ギ リス憲 法 に お い て 不 動 の 地 位 を確 立 し た の が 議 会 主
権 原理 で あ る。 現 政 権 の 大 法 官LordIrvineが、 国 内 法 化 に よ っ て 、 起 草 当 時
の イ ギ リス の 貢献 に 加 え て、 イ ギ リス裁 判 官 に よ る条 約 の 解 釈 ・適 用 は、 他 の
条 約 締 約 国 に 影響 を与 え る こ とが で き る よ うに な る と い う発 言 も、こ の文 脈 に
お い て理 解 す る こ とが で き る もの で あ る。 こ こか らは 、 イ ギ リス の 裁 判 官 が 自
己 の 判 決 とは 異 な る判 決 が ス トラ ス プ ー ル に お い て 下 さ れ る こ と に 、い か に 困










21江島 晶 子 、 前 掲 註3、28頁 。
22AnthonyLester,DemocraqyandIndividualRights(1968).
23Golderv.UK,A18(1975).








28Hoggは、ECHRに 言 及 し、イ ギ リス はECHRの 締 約 国 で あ る こ と を根 拠 と
して 、ヨー ロ ッパ 人権 裁 判 所 に任 せ て い る権 限 を ど う して イ ギ リス 自身 の 裁 判

























40例と して 、TheConstitutionalReformCentreの創 設(1984)、LordBrox-
bourneによ る法 案 提 出(1985)、Charter88の創 設(1988)な ど を あ げ る こ と
が で き る。
41もち ろ ん件 数 の 多 さ が 、 当該 国 の 人 権 侵 害 度 を示 す もの で は な い。 人 口や 条
約 の 知 名 度 、ス トラス ブー ル へ の 挑 戦 を支 援 す る 組 織 の 有 無 な どが 大 い に 関 係
す るか ら で あ る。 しか し、 ま さに 象 徴 的 な 意 味 と して 、人権 優 等 生 の つ も りで
い た イ ギ リス政 府 に とっ て 、度 重 な る 敗 訴 判 決 を他 の ど の ヨー ロ ッパ 諸 国 よ り
も多 く こ うむ る こ とは 、 困 惑 す る事 柄 で あ ろ う。
42HomeOffice
,supranote3,at6.
43Zander,supranote27,at41-58.同書 は 、1975年、1979年、1985年そ して1997
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年 と四版 に至 ってい るが、当初 の薄 いパ ン フレ ッ トが179頁の本 に成長 し、その
発 展 過程 の 中 で、制 定 論議 の賛 成 ・反対論 拠の変 遷 と ヨー ロ ッパ 人権条約 の影






47この 点に 関連 して、EU/EC法 の影響 も多 くの 論者 が指摘 してい る。EU/EC
法 はECHRをEUの 一般 原理 と して承 認 して い る。そ して、イ ギ リスの裁判 官
はEU/EC法 を直接解 釈適 用 す る法的義務 を負 う。 よって、ECHRはEU/EC
法 を通 じて イ ギ リス法 の一部 であ り、 イギ リスの裁 判 官はECHRに 拘 束 され
る と説明 す る。また、実 際に も、EU/EC法の解 釈適 用 を通 じて、すで に イギ リ
ス裁 判官 は大 陸法 流の 法解釈 に な じん でい る とす る見解 も存す る。
48詳し くは、 江 島晶子 「国 内裁判 所 におけ る国際 人権 条約の 国 内的実施一 イギ
リスの裁 判所 に おけ る新 た な局 面一(一)～(三)」明 治大学短期 大学 紀要63～65
号(1998/1999)。
49こうした状 況 に関連 す る邦文 文献 が 多数 存在 す る。倉持孝 司 「イギ リスに お
け る新権 利章 典論議 と市 民的 自由 の保 障 に関 す る一考 察(一)」名 古屋大 学法政
論集139号(1992)、同 「憲 章88:マ ンチ ェス ター憲 章大会(1)」 愛知学 院大学
論 叢 法学研 究37巻1/2号(1995)、元 山健 「現代 英 国憲 法の危機 研究序 説」東 邦
大 学教 育紀 要22号(1991)、同 「現代 英 国の憲法 改革 論 におけ る伝 統 と革新一 ト
ニー ・ベ ン 『コモン ウ ェルス ・オブ ・ブ リテ ン法』 案 におけ る模 索 一」東邦 大
学 教 育紀要24号(1992)、同 「近 代 英 国憲 法 の特 質 とその現代的 課題 」法時67巻
11号35頁、 松 井幸夫 「「人権 」の憲法 的保 障 とイギ リス憲 法学 一最近 の動 向か ら
一」 島大 法学33巻1号1頁(1989)および後掲註50の邦文文 献。
501PPRは左 派 系の シン クタ ンクで あ る。その後 、IPPRはこの権 利章 典 を含め
た成 文憲 法案AWrittenConstitutionfortheUnitedKingdomを公 刊 し
た。IPPR,TheConstitutionoftheUnited」Kingdom(1991).邦文 文 献 として
は、倉持 孝 司 「A・レス ター 他 『英国権 利章典 』(IPPR、一 九九〇年)」修 道法
学14巻1号109頁(1992)、元 山健 「英 国にお け る権利 章典 草案 の新 提案 一労働
党系 の 人々 の一 つの 試み 一」 東邦 大学教 育紀要23号 く1991)参照。
5iLiberty,APeople'sCharterLibem砂'sBillofRights(1991)
52GrahamAllen'sHumanRightsBill1994andLordLester'sHumanRights
Bim995.提出者Lesterは、広範 な 同意 を獲得 す るため に、法 案の 内容 をわ ざ
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と穏 健 な もの に し た。LordLester,"TheMousethatRoared:TheHuman
RightsBill1995"[1995]PL198.
53Blackburn,supranote30,at33.
54米州 人権 条約 を参 考 に して 亡 命 権 を も規 定 し て い る(18条)
。
551PPRの案 は 、27条に お い て 、議 会 が 社 会 的 経 済 的 福 祉 に 関 す る条 項 を制 定 す
る際 に は 、イ ギ リス が 締 約 国 と な っ て い る条 約 を指 導 原 理 とす る こ とを 規 定 し
て い る。
56現行 の1972年ヨーnッ パ 共 同 体 法 の 場 合 に近 い 。
57具体 的 に は、 大 臣 、 人 権 委 員 会 ま た は い ず れ か の 院 の3分 の1に よ る決 議 に
よ っ て 、庶 民 院 内 に 設 置 さ れ る 人権 審 査 委 員 会HumanRightsScrutinyCom-
mitteeに事 件 が付 託 され 、 権 利 章 典 違 反 か ど うか が 審査 さ れ る。 審i査の 結 果 、
違 反 し な い と判 断 さ れ た場 合 に は 、 両 院 の 過 半 数 に よ る 決 議 に よ っ て 確 認 さ
れ 、 問 題 の 法 律 に そ の 旨 の 明 示 宣 言 が 挿 入 され る。 そ れ 以 降 は 、裁 判 所 は 権 利




59540HLDeb1096-98(26November1992).よっ て 、1991年に 出 され た権 利 憲
章aCharterofRightsでは 、 提 案 さ れ た権 利 を個 別 具 体 的 に議 会 法 に よ っ て












67両院 の 審 議 に お い て は 、 非 常 に 質 の 高 い 議 論 が行 わ れ て い る。 こ れ に 関 し て
は稿 を 改 め て検 討 す る こ と と し た い 。 〃
68Zander,supranote27,at142.
69後掲3(1Xc)参照 。
70第3付 則 と して 人権 法 に 添 付 され て い る。
71ヨー ロ ッパ 人 権 裁 判 所 お よ び ヨー ロ ッパ 人 権 委 員 会 の 少 数 意 見 は 考 慮 の 対
象 か ど うか 問 題 で あ る。
η当 人 の 行 為 の性 質 が 私 的 な もの で あ る場 合 に は 、 対 象 外 で あ る。
222
13国会が制 定 した一般 的適用性 のあ る普 通の 法律
74個別 法律 の うち、特 定の地 域 のみ に関 す る法律
75特定 の個 人の財 産 または 身分 に関 す る個 別法律
761969年に教会会 議theChurchAssemblyから、 イングラ ン ド教 会総 会議the
GeneralSynodoftheChurchofEnglandに名称 変更 された。
77人権 法21条。
7Sこの点 につ いて は、後 に検 討 す る。
79Requiredinformationのこ と。具体 的には 当該 命令 が除 去す る不適 合性 の 説
明 お よび救 済命 令手 続 を とらなけれ ばな らない理 由の表 明 が要 求 され て い る。
80命令 が効 力 を失 うまでの間 に、当該 命令 に基づ き行 なわれ た こ とは有効 であ
る とす れば、その部分 につ い ては議 会主権 の 原理 に抵触す るこ とにな らな いの
か問題 であ ろ う。
81事前 の法案 条約適 合性審 査 に関 して は、 江 島晶子 「国 際人権 条約 の実効 性 を







83ただ し憲法 中に規 定 され て い る とい うこ とが ただ ちに 自由権 と同 じ意 味 で
の権 利性 を付与 す るもの とは限 らない。なお、この問題 は、ECHRと ヨー ロ ッ
パ杜会 憲章 の実 施措 置の違 いに も表れ てい る。後 者の 方が よ り穏健 な国際的 実
施措 置が選 択 され たこ とも、当時 の 自由権 と社会権 との違 い を強 調す る考 え方
に由来す る とい え よう。 しか し最 近 は、両 者の不 可分 性を強調す る ようにな っ
た こ と、 ヨー ロ ッパ社 会憲 章 自体 、実施措 置 を強化 しは じめて い る こ と等 を念
頭 におけ ば、自国の権利 章典 と して もっぱ ら自由権 を 中心 とす るこ とのみ は、
多少時代 錯誤 の感 もあ る。 もっ と も今 後 このECHRの 国内 法化 を契 機 に他 の
条約の 国内法化 に 関 して も議論 が生 じるこ とは予 想 で きる。また戦略 的 には、








s7Dickson,supranote82,at212.その他 の指 摘 と して、知 る権 利、移 民、政治
的亡命 者 お よび国外追放 者 の権 利 、差 別禁 止条項 、黙秘権 、刑 事 手続的 権利(例
として弁 護 士 にア クセスす る権 利 、被 疑 者が捜査 機関 の もとで外 界 との連絡 を
絶 たれ た状 態incommunicadoにおか れ ない権 利)、子 どもの権利 等が あ る。
88第二次 世 界大 戦後 、植 民地 か ら独 立 国 とな った国 の憲 法 の 人権 規 定 に ヨー
ロ ッパ 人権 条約 が影響 を及ぼ してい る。
S9条文訳文 につ いては、基 本的 には、 田畑茂 二郎他(編)r国 際 人権 条約 ・宣 言
集』 〔第 二版〕(1994)による。これ らの点 は 多 くの論者 が問題 に して い る。Cf..
FrancescaKlug,"TheHumanRightsAct1998,Pepperv.HartandAll
That'[1998]PL246,250.
goこの点 に つい て重 要 な指適 を行 うもの として、小畑郁 「ヨー ロ ッパ 人権 条約
におけ る 「実効的 な国内救済 手段 を得 る権 利」 と条約 上 の権 利 の国内手続 にお
け る援用 可能性 」世 界人権 問題研 究 セ ン ター研究 紀要3号(1998)参照。
91生命 に対 す る権 利(2条 、合法 的 な戦闘行為 か ら生ず る死亡 の場合 は除かれ
る)、拷 問 又は非 人道 的な取 扱い若 し くは刑 罰 の禁 止(3条)、 奴隷状 態 又は隷





94ただ し世 界人権 宣 言は法 的効 力 を有 しない。 もっ とも、最近 では世 界人権 宣





97審判所 の定義 自体 も問題 に な る。 また法的扶 助 に対 す る権利 とも関連 す る。
現在 すべ ての 審判所 に おい て法的 扶助 が 認 め られて い るわけ では ない か らで
あ る。'
9S当事 者適格や 訴 えの利益 の観 点か ら興 味深 い問題 点 であ る。
99人権 法2条3項参照 。
100HomeOffice,supranote92,para.78.
川 もっ とも、実務 的 には、ス トラスプー ルでは、法律 自体 につ いて条約違 反 を
認定す るよ りも、法 律 の適 用 ・解釈 ・運 用 の レベ ルで条約違 反が認 定す る方 が
多い こ とを念頭 に置 くと、実際上 は、緊急 の問題 とは ならないの か もしれ ない。
224
102そして 実 際 に 、公 的 機 関 と非 公 的 機 関 の 区 別 は1980年代 か ら1990年代 の 初 頭









,supranote92,atpara89.この 点 は 、 同 法 の 議 会 に お け る審
議 過 程 お よ び 大 法 官 の 意 見 に も、 こ の 方 向 性 を肯 定 して い る こ とが うか が え
る。例 え ば 、 大 法 官 は 、裁 判 所 が 、 条 約 に 適 合 す る よ うに 行 動 す る義 務 が あ る
の は 、他 の 公 的 機 関 が 関 与 す る事 例 に お い て だ け で は な く、個 人 間 の 事 件 を決
定 す る 際 に コ モ ン ・ロー を発 展 させ て い く場 面 に お い て も で あ る と述 べ て い
る。583HLDeb.783(24November1997).
107正lunt,supranote91,at441.
108大法 官 府 で の イ ン タ ビ ュー で は 、1割 に 満 た な い とい う予 想 を持 っ て い る よ
うで あ っ た 。
io9HomeOffice,supranote92,at30.
11e政府 側 は 、90か ら95%の 事 件 に つ い て は、不 適 合 宣 言 の 問 題 は 生 じな い で あ
ろ う と予 測 して い る。 よ っ て 残 りの10%弱 の 事 件 に 関 して 、不 適 合 宣 言 、 ひ い


























i201d.350.さらに 敗 訴 件 数 自体 が 、 当該 国 の 人 権 侵 害 度 を示 す わ け で は な い こ




122たと え ば 、 権 利 章 典 論 議 の 重 要 な 牽 弓陣 で あ るLibertyの代 表Wadham
は 、aBillofRightsCommissionを設 立 し、 権 利 章 典 の 内容 に つ い て審 議 、
起 草 させ る こ と、そ して そ の 作 業 に は 少 な く と も2年 の 歳 月 をか け る こ と を主













13吟後 は 、 ア メ リカの 司 法 審 査 に 関 す る理 論 的 蓄 積 が よ り利 用 さ れ よ う。
132松井 幸 夫 「「人権 」の 憲 法 的 保 障 と イ ギ リス 憲 法 学 一 最 近 の 動 向 か ら一 」島 大
法 学33巻1号37頁(1989)。
133そも そ もイ ギ リス ・コ モ ン ・ロー で は 人 権 とい う概 念 は 使 わ れ ず
、 市 民 的 自
由 とい う伝 統 的 概 念 に よ っ て い わ ゆ る 自由 権 を保 障 し て きた 。 キー ス ・デ ィ ・













at27.ヨー ロッパ 人権裁 判所 判決 は、具体 的 な事件 の最 終解 答 で ある。
1`oヨーロ ッパ 人権 委員会 の意 見 とヨー ロ ッパ 人権 裁判 所 の 判決 が相 反 す る場
合 には、ど うな るのか とい う問題 も存す る。 ヨー ロ ッパ 人権 委 員会 とヨー ロ ッ
パ 人権 裁判 所 は、必 ず しも国 内司法制 度 の第一 審 と上 告審 の よ うな関係 に あ る
わけ では ない。ヨー ロ ッパ 人権 裁判所 は厳格 な先例拘 束 の原理 を採 用 して いな
い とす れば 、将 来の事 件 にお いては、過去 に覆 され た ヨー ロ ッパ 人権 委 員会 の
結論 に到達 す る可 能性 も存 す る。 とす れ ば、か りに両 者 の結論 が 異 なるか ら と
い って、 ヨー ロ ッパ 人権 裁 判所 判決 だ け を見 れば 十分 とい うこ とには な ら な
い。 その観 点か らす る と、裁 判所 、委 員 会 それ ぞれの反 対意 見の 重要性 も軽視
で きない。人権 法 を文理解 釈 すれ ば反対 意見 の考慮 までは要 請 して いない と考
え られ るが 、反 対意 見 を考 慮 に入れ るこ とを禁 止 して い るわ けで もな い。
141現時点 で の、 こ うした弁 護士達 の実 態調査 と して、Chambers,Practicing
Htt〃mnRights:UKLawyersandtheEuroPeanConventiononHuman
Rights(1998).この調査 に よれ ば、調査 対象 とな った弁 護士 の平 均担 当件 数 は
6件 、全体 の4分 の1に あた る弁 護士 は1件 しか担 当 した こ とが ないのに 対 し
て、 中に は1人 で合計50件担 当 した弁 護士 も存在 す る。 よってSpecialisation
として指 摘 で きる まで には至 らない ものの、ヨー ロ ッパ 人権 条約 機構 への 申立
とい うのが一 つの分 野 と して登場 しつ つ ある といえ よ う。
i42TrainingOpportunitiesとして 、 内務 省 の ホー ム ペー ジ(http:///www.






147たとえば 、ヨー ロ ッパ 人権 裁判 所 は、イ ギ リス裁 判所 が重視 す る先例 拘 束性
の 原理 や判 決理 由 と傍論 の 区別 に は依 拠 して い ない
148これは評 価の余 地理論 とも関連 して い る。具体 的 な例 と しては、表 現の 自由
に 関 して、Handysidev.UK,A24(1976),SundayTimes,supranote86,
Lingensv.Austria,A103para41(1986).財産権 に関 してJamesv.UK,A98
para54(1986).ECHRの共 通基準 とい う視 点が よ り明確 なの は、Tylerv.
227
UK,A26(1978)お よ び 同性 愛 行 為 禁 止 に 関 す るDudgeonv.UK,A45para
60(1981)EHRR149.Geartyは、 ヨー ロ ッパ ・コ ンセ ン サ ス の 探 求 は 国 際 人
権 裁 判 所 に お い て は よ り意 味 が あ る が 、あ る国 内 法 の 国 内 的 適 用 と い う限 ら れ
た 範 囲 に お い て は そ れ ほ ど 意 味 を な さ な い と考 え て い る。 ま た イ ギ リス 法 を
ヨー ロ ッパ 基 準 に 合 致 させ る こ とは 困 難 で あ る とす る。異 な る大 陸 法 モ デ ル に
基 礎 を置 く上 に 、ヨー ロ ッパ 評 議 会 加 盟 国 の 拡 大 を考 慮 す る と ヨー ロ ッパ 基 準
を探 知 す る こ とは よ り困 難 に な っ て き て い る か らで あ る(supranot4,at12)。
しか し、 ヨー ロ ッパ ・コ ン セ ンサ スが ヨー ロ ッパ 人権 裁 判 所 判決 に よ っ て よ り
具 体 化 ・実 質 化 さ れ る契 機 が 現 在 存 在 す る 以 上 、 国 内 に お い て も、 た とえ ば ア
メ リ カ合 衆 国や コ モ ン ウ ェ ル ス諸 国 の 判 例 を参 照 す る の と同 じ よ うに 、あ る い







152ヨー ロ ッパ 人 権 裁 判 所 の 判 例 法 か ち評 価 の 余 地 理 論 を単 純 に 拝 借 す る こ と
は で き な い と し て も、他 の 政 府 機 関 に 対 す る 司法 自 己抑 制 と謙 譲 は 一 定 程 度 存
在 す る とい う点 に お い て 、 類 似 性 を 見 出す 見 解 もあ る。Jones,supranote151,
at30,447.
153医療 サ ー ビ ス の 分 野 に お け る財 源 の 分 配 に 関 し て、従 来 イ ギ リス 裁 判 所 が確
立 して きたnon-justiciable原理 を 、ECHR流 の 評 価 の 余 地 理 論 に 置 き換 え る







157ただ し、 国 内 法 化 前 に お い て も、国 内裁 判 所 の 判 決 に お い て、 人権 制 約 を認
め る結 論 を補 強 す る た め に ズ トラ ス ブー ル 判 例 を用 い て い る例 は す で に 存 在
す る。 詳 し くは 、 江 島 晶 子 前 掲 註48(65号92頁)参 照 。
158LordLester
,"Opinion:TheArtofThePossible-lnterpretingStatutes
undertheHumanRightsAct"[1998]EHRLR665,675.なお 、 裁 判 所 の 今 後
の 動 向 を 占 う上 で 興 味 深 い 判 決 が 出 て い る。これ は 裁 判 官 の 人 権 法 に 対 す る積
228







'6!すで に そ う した 議 論 が 始 ま っ て い る。他 方 、個 々 の 国 際 人 権 条 約 自体 の 発 展
度 も重 要 で あ る。 た と え ば 、 ヨー ロ ッパ 社 会 憲 章 は 、制 度 改 革 に よ り集 団 申立







i661bid.Krugerは、 ヨー ロ ッパ 人 権 条 約 を国 内 法 化 した 国 は 、条 約 の 正 しい解
釈 とい う 困難 な 問 題 に 国 内 外 で 直 面 し て お り、統 計 に よれ ば 、国 内 法 化 した 国
の 方 が 、国 内 法 化 して い な い 国 よ り も好 成 績 を納 め て い る とは 言 え な い こ と を
指 摘 して い る。Id.26.
167日本 政 府 第 四 回 報 告 書 に 対 す る人 権 規 約 委 員 会 の 最 終 見解 で は 、再 度 、同 議
定 書 の 批 准 が勧 告 され た 。CCPR/C/79/Add.102.
